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平成２８年度の財政運営 
 

平成 28 年度の国の予算は、安倍内閣における三年間の経済再生に向けた取組みに

より日本経済がデフレ不況から脱却しつつあるとの認識の下、引き続き「強い経済」の  

実現に向けて経済政策を一層強化することとして編成された。また社会保障制度の基盤

安定と持続可能性の維持のため、「経済・財政再生計画」に基づき、歳出・歳入改革の着

実な推進を掲げた。 

これを受け地方財政対策の通常収支分では税収増や別枠加算の廃止などを反映して

地方交付税交付金と臨時財政対策債あわせて 0.8 兆円が縮減されたが、地方創生等の

重要課題に取組みつつ安定的に財政運営を行うことができるよう、地方一般財源総額に

ついては、前年度を上回る 61.7 兆円（0.1 兆円増）が確保された。 
 

本市の平成 28 年度当初予算は、市長選挙を控えた骨格予算を基本としつつ、総合的

な治水対策など着手済みの大型事業を切れ目なく推進することを念頭に編成した。また

平成 27 年度に策定した『福知山市人口ビジョン』が掲げる「2040 年人口 78,300 人」を 

目指すため、総合計画と位置づける『未来創造 福知山』、本市創生のための『まち・ひ

と・しごと・あんしん創生総合戦略』、普通交付税の特例加算縮減を見据えた行財政基盤

強化のための『第 6 次行政改革大綱』の実質初年度として、諸施策を盛り込んだ。 

また年度途中においては、新市長の推進施策や9月豪雨・1月大雪災害など各会計に 

おいて事業の追加、変更を反映した補正予算を編成した。 
 
財政運営においては、引き続き国の地方創生関係交付金を有効活用した。また公共

施設マネジメントにより創出した土地の売却、インターネット環境を整えたふるさと納税な

どでそれぞれ増収を達成した。他方、福知山公立大学の開学など着手済みの大型事業

に必要な財源対策として、財政調整基金から 3 億円、減債基金から 2.3 億円取り崩した。 

特別会計では地域情報通信ネットワーク事業特別会計で平成30年度の完全民営化を

目指し事業継承へ向けた諸準備を進めた。簡易水道事業は水道事業会計へ統合するた

め、また福知山駅周辺、河守の 2 つの土地区画整理事業は保留地の売却が進み未売却

保留地が僅かとなったことからそれぞれ年度末をもって閉鎖した。 

一般会計所管基金においては前年度比 0.2 億円の減少となったが、市債残高は前年

度より一般会計で 6.1 億円、全会計では 19.3 億円減少した。また普通交付税の算入額を

差し引いた実質的な市債残高は全会計で 12.3 億円減少した。 
 
一般会計の歳入歳出決算規模は 26 年災害等の復旧事業費が収束したことなどから大

幅に減少した。普通交付税等では合併後初めて縮減（1.2 億円）を受けたものの算定替

特例加算 10.5 億円の効果もあり実質収支で 10.5 億円の黒字決算となり、また第三セクタ

ー等改革推進債の繰上償還を着実に実施し実質単年度収支も黒字を確保した。しかし

地方消費税交付金など経常一般財源の減少および経常経費の増加により、経常収支比

率は 6 年連続で悪化し 96.8%、一本算定なら 100%超えの危険水域に達した。 

財政健全化判断比率では、実質公債費比率が 0.5 ポイント増の 11.1%、将来負担比率

は 5.3 ポイント改善し 88.6%となった。  
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一般会計 

１ 決算規模 

  

 

 

 

○ 歳入総額  ４２３億２０５２万円（16億 1684万円、３.７％減）  

（数値は万円未満を四捨五入。( )内は前年度増減）  
歳入総額は ４２３億２０５１万９７２２円で対前年度比１６億１６８３万６７８４円の減となっ

た。歳入に占める自主財源（市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、

寄附金、繰入金、諸収入、繰越金）の比率は３８.４％（前年度３７.５％）で、その額は１６２

億４６１０万円、前年度比２億１６６３万円の減少となった。財政調整基金、減債基金の２つ

の財源対策基金を合計５.３億円繰入れたが、前年度から引き継ぐ繰越金が７.７億円減少

したことが要因である。市税、市税以外の経常的収入は総じて微減となった。 

依存財源も１４億２１万円減少した（31 ページ参照）。株式市況や消費など景気の影響

を受けやすい地方譲与税・府税交付金等で２.２億円減少したほか、災害復旧を含めた投

資的経費関連の国府補助金、市債などが事業費の大幅な減少に連動した。 

臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は３７４２万円、特別交付税も１７７５万

円、それぞれ減少した。 

 

市税  １１６億３５万円（1564万円  0.1％減 徴収率 97.70%) 

個人市民税は、給与所得の伸びにより賦課額が増加し、さらに特別徴収への切り替

えが進むなど納付しやすい環境づくりが奏功し収納額が８７１４万円増加した。法人市

民税は法人税割の税率改正（14.7%→12.1%）の影響と、製造業等の所得の減少により 

６４７９万円の減収となった。 

固定資産税では、地価の下落や償却資産の経年減価により、４８７７万円の減収とな

った。 

このほか軽自動車税では、税制改正により平成２８年度課税から経年１３年以上の 

軽四車両に対する重課課税が適用された結果増収、たばこ税では消費税率引上げ以

降の売上げ本数減少が止まらず減収となった。市税総額では対前年度微減となった。 

 

 

 

 

  

歳入決算額  ４２,３２０,５１９,７２２円（前年度比 ３.７％減） 

歳出決算額  ４１,０８９,１０８,５５０円（前年度比 ４.３％減） 

 

投資的経費の減少に伴い、歳入歳出規模は大幅に減少 

H28 H27 増減

個人市民税 ３５億５９１５万円 ３４億７２０１万円 ８７１４万円[  2.5％]増

法人市民税 １２億３９５４万円 １３億４３３万円 ６４７９万円[  5.0％]減
固定資産税 ５６億４１７０万円 ５６億９０４７万円 ４８７７万円[  0.9％]減
軽自動車税 ２億３６７４万円 ２億５２６万円 ３１４８万円[ 15.3％]増

たばこ税 ６億５２１７万円 ６億８８８４万円 ３６６７万円[  5.3％]減

都市計画税 ２億５０８１万円 ２億５０８９万円 ８万円[  0.0％]減

　総額 １１６億３５万円 １１６億１５９９万円 １５６４万円[  0.1％]減
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地方譲与税・府税交付金等 ２２億３５３万円（2億 1640万円  8.9％減) 

地方消費税交付金は輸入取引の減少などにより１億５４７４万円の大幅減となった。

また株式市場の低迷により株式等譲渡所得割・配当割交付金も減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税  １１０億７７９７万円（4427万円  0.4％減) 

普通交付税は合併算定替特例加算額の縮減初年度（縮減割合 10％、１.２億円）で、

対前年度比２６５２万円（0.3％）の減、特別交付税は１７７５万円（1.2％）の減となった。 

リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切替えが引き続き進められ、

普通交付税の基準財政需要額では地域経済・雇用対策費が半減したが、公債費等の

増加により合計で約３.７億円の増加となった。大学運営費の算入や２７年国勢調査の 

反映なども特記事項である。基準財政収入額では個人所得割、固定資産税等で減少し

たが、地方消費税交付金、法人税割、軽自動車税等でプラス算定となったため３.３億円

の増加となった。特別交付税は１４億２５０万円（１７７５万円減）の交付を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準財政需要額 [ 臨時財政対策債振替(14.1億円)前、合併算定替縮減(1.2億円)前 ] 
215.3億円(＋2.3億円)  [※振替・縮減後では200.0億円（＋3.7億円）] 

基準財政収入額  
102.7億円(＋3.3億円)  
うち地方消費税引上分 

6.3億円(＋0.6億円) 

普通交付税  
96.8億円(△0.3億円) 

算定替縮減 1.2億円  
錯誤措置額 0.4億円      
調整額        0.2億円 
(合計で＋1.8億円) 

臨時財政対策債  
14.1億円(△2.5億円) 

H28 H27 増減

地方譲与税 ３億９８５７万円 ４億２２２万円 ３６５万円[  0.9％]減
利子割交付金 １４７６万円 ２３８８万円 ９１２万円[ 38.2％]減

配当割交付金 ４７９８万円 ７１１１万円 ２３１３万円[ 32.5％]減
株式等譲渡所得割交付金 ２８２１万円 ６９０６万円 ４０８５万円[ 59.2％]減

地方消費税交付金 １４億９０６３万円 １６億４５３７万円 １億５４７４万円[  9.4％]減
ゴルフ場利用税交付金 ６３１万円 ６９７万円 ６６万円[  9.5％]減

自動車取得税交付金 １億２８６４万円 １億１８２２万円 １０４２万円[  8.8％]増
国有提供施設等所在市町村助成交付金 ２２３４万円 １９９４万円 ２４０万円[ 12.0％]増

地方特例交付金 ５３０２万円 ４９００万円 ４０２万円[  8.2％]増
交通安全対策特別交付金 １３１０万円 １４１６万円 １０６万円[  7.5％]減

　総額 ２２億３５３万円 ２４億１９９３万円 ２億１６４０万円[  8.9％]減

H28 H27 増減

９６億７５４７万円 ９７億１９９万円 ２６５２万円[  0.3％]減
　基準財政需要額Ａ＝①②③④⑤⑥－⑦⑧ ２００億４８０万円 １９６億３６０２万円 ３億６８７８万円[  1.9％]増

　　　①個別算定経費 １４７億３７２６万円 １４７億７３５万円 ２９９１万円[  0.2％]増

　　　②地域経済・雇用対策費（歳出特別枠） １億３７７１万円 ２億５６９６万円 １億１９２５万円[ 46.4％]減

　　　③地域の元気創造事業費 ２億７８８２万円 ２億９１０万円 ６９７２万円[ 33.3％]増

　　　④人口減少等特別対策事業費 ２億４９９２万円 ２億４８８８万円 １０４万円[  0.4％]増

　　　⑤公債費 ３５億４４６７万円 ３１億９５０６万円 ３億４９６１万円[ 10.9％]増

　　　⑥包括算定経費 ２５億８２８１万円 ２６億８２１９万円 ９９３８万円[  3.7％]減

　　　⑦合併算定替縮減額（㉗0%→㉘10%） １億１６２９万円 －　 １億１６２９万円[ 皆増] 　　

　　　⑧臨時財政対策債振替相当額 １４億１０１０万円 １６億６３５２万円 ２億５３４２万円[ 15.2％]減
　基準財政収入額Ｂ １０２億６７９４万円 ９９億３４６８万円 ３億３３２６万円[  3.4％]増

※合併算定替 特例加算額（㉘は10％縮減後） １０億４５７７万円 １４億６２８１万円 ４億１７０４万円[ 28.5％]減

特別交付税 １４億２５０万円 １４億２０２５万円 １７７５万円[  1.2％]減

普通交付税＋特別交付税 １１０億７７９７万円 １１１億２２２４万円 ４４２７万円[  0.4％]減

普通交付税 Ａ-Ｂ-錯誤措置額・調整額(計6139万円)

※H27 の臨時財政対策債の実際の借入額は 14 億 2100 万円 

※ 
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分担金及び負担金  ５億１４０４万円（1143万円  2.2％減) 

農地・農業用施設災害復旧事業の収束や、川北ほ場整備事業については分担金が

発生しない事業のみ実施したため、それぞれ分担金収入が減少し、全体として減収と

なった。 

 

 

 

 

 

 
 

使用料及び手数料  １１億７９００万円（609 万円  0.5％減) 

常時は３年生まで、長期休業期間中は４年生までの利用としてきた放課後児童クラブ

において、順次進めてきた６年生までの受入拡大を完了したことにより利用者が増え、 

６６７万円の増収となった。しかし各種使用料の全般的な微減が響き、全体としては減

収となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国庫支出金  ５３億１７８１万円（2 億 9338 万円  5.2％減) 

土木施設および都市公園の災害復旧に対して２７年度に国庫から４.７億円の交付を

受けた反動で今年度は総額として減少した。 

社会保障関連では各種臨時福祉給付金事業の国庫財源や前年度の精算追加分を

受けた生活保護費等負担金が増加したほか、私立保育所職員の処遇改善のための国

庫負担金も増加した。 

投資的経費の関連では中心市街地活性化事業、橋りょう長寿命化対策事業、防衛

施設周辺整備事業（旭が丘小谷ヶ丘線）などで増加した。地方創生関係交付金は   

８６６２万円の減収となった。 

H28 H27 増減

保育料（私立・広域） ４億４８４０万円 ４億４３６９万円 ４７１万円[  1.1％]増

施設型給付費（広域受託分） ８１６万円 ９３２万円 １１６万円[ 12.4％]減

養護老人ホーム １９９４万円 １９０３万円 ９１万円[  4.8％]増

農地・農業用施設災害復旧事業(現年・繰越分) １７７万円 ９１７万円 ７４０万円[ 80.7％]減

川北ほ場整備事業分担金 － ３５７万円 ３５７万円[ 皆減] 　　

　総額 ５億１４０４万円 ５億２５４７万円 １１４３万円[  2.2％]減

H28 H27 増減

（保育園）利用者負担額（公立・広域受託者分） １億２３２２万円 １億２５８６万円 ２６４万円[  2.1％]減
一般廃棄物・産業廃棄物手数料 ２億７４１８万円 ２億７６１７万円 １９９万円[  0.7％]減

指定ごみ袋処理手数料 １億２６２３万円 １億２６２４万円 １万円[  0.0％]減

市民交流プラザふくちやま使用料（駐車場含む） １３６３万円 １２３７万円 １２６万円[ 10.2％]増

厚生会館使用料(㉗269件→㉘222件） １０７０万円 １２２８万円 １５８万円[ 12.9％]減

火葬棟・葬祭棟等使用料 ３５４０万円 ３８７４万円 ３３４万円[  8.6％]減

都市計画使用料（駐車場、駐輪場、公園等） ２５８７万円 ２４９４万円 ９３万円[  3.7％]増
幼稚園使用料 １６９５万円 １６５７万円 ３８万円[  2.3％]増

社会教育使用料 ４７３８万円 ４０２１万円 ７１７万円[ 17.8％]増

　　　　うち　放課後児童クラブ使用料 ３８８６万円 ３２１９万円 ６６７万円[ 20.7％]増

　　　　　　　中央公民館(㉗589件→㉘603件） １３６万円 １１３万円 ２３万円[ 20.4％]増

市営住宅・団地内駐車場所等使用料 １億７７５０万円 １億７９９６万円 ２４６万円[  1.4％]減

道路占用料 １億５３７１万円 １億５３４３万円 ２８万円[  0.2％]増
戸籍住民手数料 ３７８４万円 ３８９０万円 １０６万円[  2.7％]減

　総額 １１億７９００万円 １１億８５０９万円 ６０９万円[  0.5％]減
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府支出金  ３２億３４９１万円（4億 7766万円 12.9％減) 

地域再建被災者住宅等支援、民間保育所施設整備に充当する京都府こども未来基

金、有害鳥獣処理施設整備など投資的経費関連補助金が減少の主因となった。増加

項目で主なものは農村地域防災減災事業、災害に強い森づくり事業などであり、個人

府民税均等割額の上乗せ分が豊かな森を育てる府民税市町村交付金として今年度か

ら配分されたことも特記事項である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H28 H27 増減

農村地域防災減災事業 ４８００万円 －　 ４８００万円[ 皆増] 　　
災害に強い森づくり事業（現年・繰越分） ４０８０万円 －　 ４０８０万円[ 皆増] 　　
保育所運営費（私立・広域） ３億１３４５万円 ２億９１５１万円 ２１９４万円[  7.5％]増

豊かな森を育てる府民税市町村交付金 １１４８万円 －　 １１４８万円[ 皆増] 　　
地域再建被災者住宅等支援事業 １４５６万円 １億８３７８万円 １億６９２２万円[ 92.1％]減

京都府こども未来基金 １５０万円 １億６２６４万円 １億６１１４万円[ 99.1％]減
有害鳥獣処理施設整備事業（繰越分） － １億３７３万円 １億３７３万円[ 皆減] 　　

災害復旧費府補助金 ４億９４８７万円 ５億４８８９万円 ５４０２万円[  9.8％]減
選挙・統計調査費委託金 ４４１３万円 ５８６５万円 １４５２万円[ 24.8％]減

介護給付費（福祉サービス） ３億６５０３万円 ３億７７００万円 １１９７万円[  3.2％]減
緑の公共事業（森林適正整備・有害鳥獣） ５１２７万円 ６０３６万円 ９０９万円[ 15.1％]減

２億２７５１万円 ２億２２１６万円 ５３５万円[  2.4％]増

府医療費助成関連（事務費分及び扶助費分） ２億２７４２万円 ２億３１１０万円 ３６８万円[  1.6％]減

児童手当負担金 １億９６２６万円 １億９７９５万円 １６９万円[  0.9％]減
徴税費委託金 １億２３６８万円 １億２３９９万円 ３１万円[  0.3％]減

みらい戦略一括・市町村体制づくり支援交付金 １億２５１７万円 １億２４５５万円 ６２万円[  0.5％]増
国保基盤安定事業府負担金 ２億４１６７万円 ２億４０４９万円 １１８万円[  0.5％]増
後期高齢基盤安定負担金（保険料軽減分） １億８４９４万円 １億７８９９万円 ５９５万円[  3.3％]増

　総額 ３２億３４９１万円 ３７億１２５７万円 ４億７７６６万円[ 12.9％]減

○福祉医療費（ひとり親・障害） ○京都子育て支援医療費 ○老人医療 ○重度心身障害老人 ○障害者自立支援医療

[多面的機能・中山間地域等直接] 支払交付事業

（㉗国勢調査等→㉘参院選等）

H28 H27 増減

臨時福祉給付金事業（年金生活者等分含む） ３億５２５２万円 ９５９５万円 ２億５６５７万円[267.4％]増

生活保護費等負担金 １３億２３７７万円 １２億３８６５万円 ８５１２万円[  6.9％]増

７８９３万円 １０３７万円 ６８５６万円[661.1％]増

保育所運営費（私立・広域） ６億２６８２万円 ５億８３０３万円 ４３７９万円[  7.5％]増

橋りょう長寿命化対策事業（社会資本整備） ４９９５万円 ９６５万円 ４０３０万円[417.6％]増

防衛施設周辺整備事業（旭が丘小谷ヶ丘線） ４９４４万円 １４１３万円 ３５３１万円[249.9％]増

日新中学校特別教室棟改築事業 ４０６３万円 １７４１万円 ２３２２万円[133.4％]増

介護給付費（福祉サービス） ７億３４４４万円 ７億２２５１万円 １１９３万円[  1.7％]増

国保基盤安定事業(保険者支援分) ７３９９万円 ７３８８万円 １１万円[  0.1％]増

災害復旧費国庫負担金（公共土木施設） ７４７万円 ４億７０１４万円 ４億６２６７万円[ 98.4％]減

地方創生関係国庫補助金・負担金 １億５７９万円 １億９２４１万円 ８６６２万円[ 45.0％]減

ごみ焼却施設基幹的設備改良事業 ２億４１２４万円 ３億５０００万円 １億８７６万円[ 31.1％]減

－ ７５４０万円 ７５４０万円[ 皆減] 　　

街路事業（多保市正明寺線高畑工区) １億２６４６万円 １億６８３０万円 ４１８４万円[ 24.9％]減

子育て世帯臨時特例給付金 － ３８２７万円 ３８２７万円[ 皆減] 　　

社会保障・税番号制度システム整備費関連 ５７８万円 ４３０４万円 ３７２６万円[ 86.6％]減

児童手当負担金 ９億９６９万円 ９億２０８１万円 １１１２万円[  1.2％]減

　総額 ５３億１７８１万円 ５６億１１１９万円 ２億９３３８万円[  5.2％]減

○地方創生加速化交付金（繰越明許費分） ７７８７万円 ○地方創生推進交付金 ２７９２万円

中心市街地活性化事業（社会資本整備 現年・繰越分）

市民会館・中央公民館改修事業（暮らしにぎわい再生事業）
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財産収入  ４億２４０７万円（719万円  1.7％増) 

土地売払収入が堅調に推移し、前年度比２５７２万円の増収となった。公共施設マネ

ジメントにより生み出した創出土地の売却収入は当初計画額を下回ったものの増加要

因となった。土地建物貸付収入等は減少したが、財産収入全体としては増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

寄附金  １億１４００万円（1864 万円 14.1％減) 

ふるさと納税では受付・収納および返礼品の発送等の業務を民間事業者に委託し、

インターネットを通じて手軽に寄附できる環境を整えたことから、件数、金額とも急増し

た。前年度大口の案件があった一般寄附金は申し出がなく、全体を下押しした。 

 

 

 
 

 

繰入金  １２億２９４８万円（5 億 6299万円 84.5％増) 

増加する社会保障関係経費、治水対策や大学運営等の大型事業の財源を補うため

財政調整基金を３億円、e-ふくちやま事業（地域情報通信ネットワーク事業特別会計）

の平成３０年度民営化にあわせ計画的な残債償還の財源として減債基金を２億３３７８

万円、創出土地の収益を蓄え新たな公共施設マネジメントに活用するため新設した公

共施設等総合管理基金から２６８０万円をそれぞれ取り崩したことが増加要因である。 

第三セクター等改革推進債償還基金では、前年度と同額の２億３０００万円を取り崩

して繰上げ償還に充てた。このほか土地区画整理事業２会計を年度末に閉鎖するため、

各会計の剰余金計７３２３万円を他会計繰入金として一般会計に繰入れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H28 H27 増減

土地売払収入 １億５６５７万円 １億３０８５万円 ２５７２万円[ 19.7％]増

土地建物貸付収入 ２億７６５万円 ２億１３５５万円 ５９０万円[  2.8％]減

物品売払収入 ２４１８万円 ２８６５万円 ４４７万円[ 15.6％]減

自動販売機設置貸付収入 １６７０万円 ２１９０万円 ５２０万円[ 23.7％]減

利子及び配当金 １７０４万円 １８９３万円 １８９万円[ 10.0％]減

　総額 ４億２４０７万円 ４億１６８８万円 ７１９万円[  1.7％]増

○公社継承土地等 ㉗ １億１４７１万円 → ㉘ ９８９９万円 ○法定外公共用財産（里道・水路） ㉗ ２４９万円 →

㉘ ５０４万円 ○創出土地 ㉗ ゼロ → ㉘ ２６８０万円 ○その他の普通財産土地 ㉗ 1365万円 → ㉘ ２５７４万円

H28 H27 増減

一般寄附金 － ３５４４万円 ３５４４万円[ 皆減] 　　
指定寄附金 １億１４００万円 ９７２１万円 １６７９万円[ 17.3％]増
　※うちふるさと納税 (㉗132件→㉘10,718件 ） １億１３３７万円 ９２１０万円 ２１２７万円[ 23.1％]増

　総額 １億１４００万円 １億３２６４万円 １８６４万円[ 14.1％]減

H28 H27 増減

財政調整基金（㉘大規模な建設事業等） ３億円 － ３億円[ 皆増] 　　
減債基金 ２億３３７８万円 － ２億３３７８万円[ 皆増] 　　

公共施設等総合管理基金 ２６８０万円 － ２６８０万円[ 皆増] 　　
企業誘致促進及び工場等操業支援基金 ２３６１万円 － ２３６１万円[ 皆増] 　　

過疎地域自立促進基金 １億６６９５万円 １億５０４３万円 １６５２万円[ 11.0％]増
第三セクター等改革推進債償還基金 ２億３０００万円 ２億３０００万円 －　

鉄道網整備事業及び関連都市計画事業基金 ７０１２万円 １億４５７５万円 ７５６３万円[ 51.9％]減
文化芸術会館建設基金 － ３０３２万円 ３０３２万円[ 皆減] 　　

地域振興基金 ２７２１万円 ３７５６万円 １０３５万円[ 27.6％]減
他会計繰入金（福知山駅周辺・河守土地区画） ７３２３万円 － ７３２３万円[ 皆増] 　　

　総額 １２億２９４８万円 ６億６６４９万円 ５億６２９９万円[ 84.5％]増
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諸収入  ５億６１４６万円（3269 万円  6.2％増) 

高畑橋架替えに伴う水管橋の移設工事に伴う負担金を水道事業会計等から５４７１

万円受け入れたことや、消防団員退職報償事業（共済支払金）の隔年での増加などが

影響して増額となった。主な減収要因は、平成２６年度の豪雨災害等による損害に対し

て支払われる建物総合損害共済災害共済金が１億５３０万円減少したことなどである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市債  ４２億４０２０万円（3億 6850 万円  8.0％減) 

市庁舎耐震化・長寿命化や市民会館・中央公民館改修の庁舎関連大型事業、さら

に地域振興基金造成のための旧合併特例債発行が前年度で終了したことが影響して

市債発行総額は４年連続の減少となった。街路事業、小中学校耐震改修事業、くりの

み園機能拡充事業、公共施設等除却・公共施設最適化事業などは増加項目である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H28 H27 増減

延滞金 １８７５万円 ２２６２万円 ３８７万円[ 17.1％]減
病院事業会計貸付金元利収入 １億４３０万円 １億４３０万円 －　
貸付金元利収入（病院事業会計以外） １６１２万円 １５９８万円 １４万円[  0.9％]増
以下、雑入のうち主なもの

　　橋梁添架負担金（多保市正明寺線 高畑工区） ５４７１万円 －　 ５４７１万円[ 皆増] 　　
　　消防団員退職報償金 ６７１１万円 １４３５万円 ５２７６万円[367.7％]増
　　地域経済循環創造事業補助金返還金 ５０００万円 －　 ５０００万円[ 皆増] 　　
　　建物総合損害共済災害共済金 ２９２０万円 １億３４５０万円 １億５３０万円[ 78.3％]減
　　生活保護費返還金等 １３６６万円 １７８１万円 ４１５万円[ 23.3％]減
　　京都地方税機構負担金 ４７４３万円 ４６５７万円 ８６万円[  1.8％]増
　　（有害鳥獣）処理施設管理運営他市負担金 １４６６万円 １４１９万円 ４７万円[  3.3％]増
　　広告料収入 ２６６万円 １８８万円 ７８万円[ 41.5％]増

　総額 ５億６１４６万円 ５億２８７７万円 ３２６９万円[  6.2％]増

H28 H27 増減

街路事業（多保市正明寺線高畑工区）（㉗公共事業等　㉘旧合併特例）

３億５６７０万円 ２４０万円 ３億５４３０万円[14762.5％]増
小中学校耐震改修事業（緊急防災・減災） ２億５９３０万円 ５７０万円 ２億５３６０万円[4449.1％]増

くりのみ園機能拡充事業（旧合併特例） ２億６９２０万円 ２３３０万円 ２億４５９０万円[1055.4％]増
公共施設等除却事業・公共施設最適化事業 １億４９７０万円 －　 １億４９７０万円[ 皆増] 　　
小中学校教室棟便所改修事業（旧合併特例） ８１７０万円 －　 ８１７０万円[ 皆増] 　　

三段池公園カルチャーパーク整備事業（㉗公共事業等　㉘緊急防災・減災）

７４８０万円 ５９０万円 ６８９０万円[1167.8％]増

６２４０万円 ２５０万円 ５９９０万円[2396.0％]増

市庁舎耐震化・長寿命化改修（旧合併特例） － ４億７５７０万円 ４億７５７０万円[ 皆減] 　　
地域振興基金造成事業（旧合併特例） － ２億４１９０万円 ２億４１９０万円[ 皆減] 　　
市民会館・中央公民館改修事業（旧合併特例） － ２億３８５０万円 ２億３８５０万円[ 皆減] 　　

大呂自然休養村整備事業（辺地対策） ３０７０万円 ２億２８１０万円 １億９７４０万円[ 86.5％]減

９８６０万円 ２億１７６０万円 １億１９００万円[ 54.7％]減
災害復旧事業債 ２２８０万円 １億２６１０万円 １億３３０万円[ 81.9％]減

新大江病院施設整備事業（旧合併特例） － ６８９０万円 ６８９０万円[ 皆減] 　　
有害鳥獣処理施設整備（旧合併特例） － ５１８０万円 ５１８０万円[ 皆減] 　　

－ ４６９０万円 ４６９０万円[ 皆減] 　　

２億５２９０万円 ２億９８５０万円 ４５６０万円[ 15.3％]減
臨時財政対策債 １４億１０１０万円 １４億２１００万円 １０９０万円[  0.8％]減

　総額 ４２億４０２０万円 ４６億８７０万円 ３億６８５０万円[  8.0％]減

中心市街地活性化関連道路整備事業（公共事業等）

ごみ焼却施設基幹的設備改良事業（一般廃棄物）

小中学校・幼稚園施設空調設備設置（旧合併特例）

北部地域多目的グラウンド周辺整備事業（旧合併特例）
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繰越金  ６億２３７０万円（7億 6770 万円 55.2％減) 

平成２７年度決算剰余金の半額にあたる３億６８４７万円を２８年度に引継いだ。また

災害関連を中心に、前年度からの繰越事業が減少（㉗102 事業 46.1 億円→㉘64 事業 

18.9 億円）したことから財源繰越が７億７０１万円減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

○歳出総額  ４１０億８９１１万円（18 億 5608 万円 4.3％減） 

※ 以下、歳出の分類は「地方財政状況調査」の性質別区分による。 

歳出総額は４１０億８９１０万８５５０円で対前年度比１８億５６０７万８０１３円の減となった。

平成２６、２７年度は、いずれも前年度に対して歳出規模が拡大していたが、３年振りに

減少に転じた。 

性質別区分で前年度に比べて減少したものは、人件費、積立金、貸付金・出資金、投

資的経費の４区分のみだが、特に投資的経費が合計２３.４億円減少したため、補助費

等や繰出金など他の６つの区分の増加総額１０.８億円を打ち消すかたちとなった（36 ペ

ージ参照）。 

投資的経費に次いで減少額が大きかった性質別区分は積立金である。前年度に余

剰財源を減債基金に積立てた反動や、旧合併特例法で１０年間認められていた地域振

興基金の造成が終了したことなどが影響した。 

反対に、福知山公立大学開学に伴い補助費等が、次いで市債の償還ペースを速め

ることとした地域情報通信ネットワーク事業特別会計の歳出拡大により繰出金が、また臨

時福祉給付金を支給した扶助費などがそれぞれ増加した。 

 

義務的経費  ２０５億４１８０万円（2億 3060 万円  1.1％増) 

＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

 

義務的経費は人件費、扶助費、公債費の合計である。平成２７年度決算と比較して、

退職手当の影響で人件費は減少しているが、臨時福祉給付金や自然増で扶助費が伸

び、旧合併特例債の元金償還が順次開始する公債費も影響して総体として増加した。 

 

 

 

 

 

H28 H27 増減

純繰越金（実質収支の1/2） ３億６８４７万円 ４億２９１５万円 ６０６８万円[ 14.1％]減
継続費逓次繰越分 ６９８万円 ４０５４万円 ３３５６万円[ 82.8％]減
繰越明許費分 ２億４８２６万円 ８億５１２９万円 ６億３０３万円[ 70.8％]減
事故繰越分 － ７０４２万円 ７０４２万円[ 皆減] 　　

　総額 ６億２３７０万円 １３億９１４０万円 ７億６７７０万円[ 55.2％]減

H28 H27 増減

人件費 ６６億１１３８万円 ６７億４２０２万円 １億３０６４万円[  1.9％]減
扶助費 ８５億７９５０万円 ８３億６７６万円 ２億７２７４万円[  3.3％]増
公債費 ５３億５０９２万円 ５２億６２４２万円 ８８５０万円[  1.7％]増

　総額 ２０５億４１８０万円 ２０３億１１２０万円 ２億３０６０万円[  1.1％]増
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人件費  ６６億１１３８万円（1 億 3064万円  1.9％減) 

市長等を除く一般職の退職者数が減少した（㉗４２人→㉘３２人）ため退職手当は減

少した。人事院勧告に準じた改定（給与改定＋０.２％、勤勉手当＋０.１月）を行い基本

給、期末勤勉手当は増加したが、超過勤務手当は減少した。委員等報酬は前年度の

国勢調査従事者への報酬等２９７５万円の皆減が影響している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

扶助費  ８５億７９５０万円（2 億 7274万円  3.3％増) 

扶助費は３.３％増加し、普通会計歳出決算に占める構成比が２０.９％と初めて２割を

超えた。ただし全額国費で実施した３つの臨時福祉/特例給付金事業（★印）を除けば

５１４８万円（０.６％）の増加である。生活保護扶助事業は２９５６万円減少したが、事業

所の開設や利用者の増加で自立支援給付が、保育士の待遇改善を目的とした公定価

格改定の影響で（民間）保育所委託事業が増加した。医療費助成関連は微減となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 

H28 H27 増減

２億６６４０万円 －　 ２億６６４０万円[ 皆増] 　　

子育て世帯臨時特例給付金事業 － ３２４７万円 ３２４７万円[ 皆減] 　　

５９５０万円 ７２１７万円 １２６７万円[ 17.6％]減
自立支援給付（障害福祉サービス等）事業 １４億５５５９万円 １３億８７７７万円 ６７８２万円[  4.9％]増
保育所委託事業 ２０億６３８２万円 ２０億６９８万円 ５６８４万円[  2.8％]増

公立保育所運営事業 ２億１６３４万円 １億９７６０万円 １８７４万円[  9.5％]増
児童扶養手当事業 ３億２７８１万円 ３億１９４８万円 ８３３万円[  2.6％]増
ひとり親家庭自立支援給付金事業 １０１０万円 ４４９万円 ５６１万円[124.9％]増

１億６７９万円 １億３５３万円 ３２６万円[  3.1％]増

障害者自立支援医療（更生医療）給付事業 ６８８６万円 ６６１０万円 ２７６万円[  4.2％]増
福知山公立大学就学生支援事業 １９０万円 －　 １９０万円[ 皆増] 　　
人工透析患者通院助成事業 １０９万円 －　 １０９万円[ 皆増] 　　
生活保護扶助事業 １６億９７５９万円 １７億２７１５万円 ２９５６万円[  1.7％]減

児童手当事業 １３億２０１万円 １３億１８１４万円 １６１３万円[  1.2％]減
地域生活支援事業（日中一時支援/移動支援/日常生活用具給付/社会参加促進)

７７１８万円 ８８９５万円 １１７７万円[ 13.2％]減
老人保護措置事業 １億２５７５万円 １億３３１５万円 ７４０万円[  5.6％]減
ふくふく医療費支給事業 ５６８８万円 ６４０８万円 ７２０万円[ 11.2％]減
府医療費助成関連（市単独拡大分含む） ５億７３２９万円 ５億７９９７万円 ６６８万円[  1.2％]減

後期高齢者医療保険料軽減事業 － ５５４万円 ５５４万円[ 皆減] 　　
１３７２万円 １７９１万円 ４１９万円[ 23.4％]減

　総額 ８５億７９５０万円 ８３億６７６万円 ２億７２７４万円[  3.3％]増

○福祉医療費（ひとり親・障害） ○京都子育て支援医療費 ○老人医療 ○重度心身障害老人 ○障害者自立支援医療

小中学校就学援助事業・特別支援就学奨励事業

年金生活者支援臨時福祉給付金（H27国の補正）

外出支援助成／障害者安心おでかけサポート事業

臨時福祉給付金事業（障害・遺族年金生活者等分含む）

H28 H27 増減

基本給（給料＋扶養手当） ２６億２０５万円 ２５億７８９８万円 ２３０７万円[  0.9％]増
超過勤務手当 ２億３９５４万円 ２億６４４７万円 ２４９３万円[  9.4％]減
期末勤勉手当 ９億９２７０万円 ９億５１５９万円 ４１１１万円[  4.3％]増
退職手当 ５億５４２９万円 ６億８０５８万円 １億２６２９万円[ 18.6％]減

地方公務員共済組合等負担金 ９億２３９０万円 ９億６３２８万円 ３９３８万円[  4.1％]減

議員報酬手当 １億６９５７万円 １億６３５０万円 ６０７万円[  3.7％]増

委員等報酬 ７億５１２３万円 ７億６４８５万円 １３６２万円[  1.8％]減

職員互助会補助金 ８１１万円 ８０９万円 ２万円[  0.2％]増

　総額 ６６億１１３８万円 ６７億４２０２万円 １億３０６４万円[  1.9％]減
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公債費  ５３億５０９２万円（8850万円  1.7％増) 

定期償還のうち旧合併特例債の増加は総合防災、新学校給食の両センター建設の

ために発行した市債の据置（元金償還猶予）期間が前年度ですべて終了し、また市民

交流プラザふくちやま建設に借り入れた市債の元金償還が開始したためである。第三

セクター等改革推進債は前年度と同規模の繰上償還を行い債務の軽減を図った。 

 

 

 

 

 

 

物件費  ５１億２１０２万円（492万円  0.1％増) 

２７年度限りで実施したふくちやま復興プレミアム商品券発行事業（１億９８３万円）は

大きな減額項目であるが、物件費全体では４９２万円の微増となった。増加要因のうち

橋りょう長寿命化対策事業と農村地域防災減災事業は、後年度に投資的事業を実施

するための計画策定経費である。アレルギー対応を強化した学校給食管理運営事業

では調理等業務委託の請負率が上昇したため、またごみ処理施設運転管理等事業で

は労務費等の上昇を背景にそれぞれ委託費が増加となった。 

主な減少項目は前年度に４年周期の一斉更新が重なった小中学校教師用教科書・

指導書購入事業、換地計画などの策定を終えた川北地区ほ場整備事業、捕獲頭数が

減少（㉗6,306→㉘5,402 頭）した有害鳥獣捕獲事業などである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H28 H27 増減

定期償還 ５１億２０５９万円 ５０億３２２０万円 ８８３９万円[  1.8％]増
　　　うち臨時財政対策債 １０億１３４４万円 ９億２１２５万円 ９２１９万円[ 10.0％]増
　　　うち旧合併特例債 ９億２８４５万円 ６億８２８７万円 ２億４５５８万円[ 36.0％]増
繰上償還（第三セクター等改革推進債） ２億３０００万円 ２億３００１万円 １万円[  0.0％]減

　総額 ５３億５０９２万円 ５２億６２４２万円 ８８５０万円[  1.7％]増

H28 H27 増減
橋りょう長寿命化対策事業 ９０８６万円 １８５５万円 ７２３１万円[389.8％]増
学校給食管理運営事業（㉗市・夜久野・大江の３センター→㉘市・大江の２センターで運営）

２億１９２１万円 １億６４１６万円 ５５０５万円[ 33.5％]増
農村地域防災減災事業 ４８１１万円 －　 ４８１１万円[ 皆増] 　　
ごみ処理施設運転管理等事業 ４億３５９９万円 ３億９８６５万円 ３７３４万円[  9.4％]増

ごみ収集運搬事業 ４億４５８５万円 ４億４６０５万円 ２０万円[  0.0％]減
指定ごみ袋作製事業 ４７３４万円 ５３５５万円 ６２１万円[ 11.6％]減
小中学校ICT環境整備事業 ３７１９万円 １７万円 ３７０２万円[21776.5％]増

４３６９万円 ９８３万円 ３３８６万円[344.5％]増

固定資産評価替え事業 ３１６４万円 ３８５万円 ２７７９万円[721.8％]増
自治体情報セキュリティ抜本的強化対策事業 ２２８２万円 －　 ２２８２万円[ 皆増] 　　
放課後児童クラブ運営事業 １億３２５７万円 １億１３５２万円 １９０５万円[ 16.8％]増
ふるさと納税推進事業 １５９０万円 －　 １５９０万円[ 皆増] 　　

新地方公会計制度導入支援事業 １４１３万円 １０８万円 １３０５万円[1208.3％]増
大呂自然休養村管理事業 １１２７万円 ９０万円 １０３７万円[1152.2％]増
地籍調査事業 ３１６０万円 ２１３４万円 １０２６万円[ 48.1％]増

３５８６万円 ２６８６万円 ９００万円[ 33.5％]増

ふくちやま復興プレミアム商品券発行事業 － １億９８３万円 １億９８３万円[ 皆減] 　　
小中学校教師用教科書・指導書購入事業 ８１万円 ４１４１万円 ４０６０万円[ 98.0％]減
川北地区ほ場整備事業 － １８７７万円 １８７７万円[ 皆減] 　　
有害鳥獣捕獲事業 ９２３５万円 １億９８４万円 １７４９万円[ 15.9％]減

小学校教育用コンピュータ等更新事業 － １６６９万円 １６６９万円[ 皆減] 　　

○環境パーク、○水処理施設、○廃棄物処理施設等、○リサイクル関連、○リサイクルプラザ不燃物分別 など７事業

消防車両管理事業（㉘はしご車オーバーホール含む）

㉘ハピネスふくちやま（㉗新市民会館）管理運営事業
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維持補修費  ４億３３３５万円（6098 万円 16.4％増) 

１月の大雪災害を受けて除雪関連事業が対前年度比で倍増した。このほか斎場、地

域公民館、公園、長田野工業団地など既存施設の改修や修繕費も増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助費等  ４４億３８２５万円（3億 3547万円  8.2％増) 

平成２８年度に開学した福知山公立大学への運営費交付金が新規項目であり、総

額を押し上げた。ふるさと納税推進事業では件数増加により返礼品代が、また消防団

員報償事業では退職報償金支給者数の変動（㉗48→㉘155 人）に伴いそれぞれ増加

した。企業誘致促進特別対策事業の増加は新増設された工場等の操業が開始したこ

とに対する支援が重なったためである。 

主な減少項目は４年制大学設置準備、農地中間管理、福知山市土地改良区活動支

援事業などである。市民病院大江分院の施設改修の終了、下水道の治水対策事業で

国庫等財源が充実したことも影響して企業会計への負担金支出は総額で減少した。 

H28 H27 増減

除雪関連事業 １億５３１０万円 ７２６８万円 ８０４２万円[110.6％]増

６４６万円 ８２万円 ５６４万円[687.8％]増
地域公民館等施設改修事業 ５８８万円 ２５５万円 ３３３万円[130.6％]増
既設公園改修事業 ４０１万円 ７３万円 ３２８万円[449.3％]増
長田野工業団地維持管理事業 １６４８万円 １３２１万円 ３２７万円[ 24.8％]増
小学校・中学校消防設備改修事業 － ８９９万円 ８９９万円[ 皆減] 　　
酒呑童子の里改修事業 － ５５２万円 ５５２万円[ 皆減] 　　

３４３９万円 ３９８０万円 ５４１万円[ 13.6％]減
市営住宅修繕事業 ３６３５万円 ４０５１万円 ４１６万円[ 10.3％]減
道路・橋りょう・河川維持管理事業 １億１００５万円 １億１１６２万円 １５７万円[  1.4％]減
福知山鉱山坑廃水処理場管理運営事業 ７１１万円 ８２１万円 １１０万円[ 13.4％]減
環境パーク/水処理施設運転・維持管理等事業 １６３１万円 １６６３万円 ３２万円[  1.9％]減

　総額 ４億３３３５万円 ３億７２３７万円 ６０９８万円[ 16.4％]増

斎場・火葬棟運営管理/火葬炉・機械設備等修繕事業

小学校施設改修・営繕/中学校校舎等施設営繕事業

H28 H27 増減

第１期・第２期処分場埋立整備事業 － １３３９万円 １３３９万円[ 皆減] 　　

浸水救助資機材整備事業 － １１４４万円 １１４４万円[ 皆減] 　　
人事管理事業（臨時職員賃金） ６０４５万円 ７１２４万円 １０７９万円[ 15.1％]減
子ども・子育て支援電子システム構築事業 １７４万円 １２１６万円 １０４２万円[ 85.7％]減

選挙執行事業（㉗府議・市議→㉘参院・市長等） ３３９２万円 ３８６５万円 ４７３万円[ 12.2％]減
　※以下、H28物件費決算額が5000万円以上の事業

既設公園管理事業 ２億２１８９万円 ２億２０９６万円 ９３万円[  0.4％]増

電算システム等一般管理事業 ２億１６５９万円 ２億２１３２万円 ４７３万円[  2.1％]減

小学校・中学校一般管理事業 ２億１０９１万円 ２億１２３８万円 １４７万円[  0.7％]減
し尿収集事業 １億１３４万円 １億１３９万円 ５万円[  0.0％]減

庁舎管理事業 ７２４８万円 ７３５５万円 １０７万円[  1.5％]減

市バス運行事業 ６０４７万円 ６０８６万円 ３９万円[  0.6％]減
妊婦健康診査事業 ５６６３万円 ５７６６万円 １０３万円[  1.8％]減

公立保育所運営事業 ５６６２万円 ７９０４万円 ２２４２万円[ 28.4％]減

斎場・火葬棟運営管理事業 ５２１５万円 ５３７９万円 １６４万円[  3.0％]減
市民交流プラザふくちやま管理運営事業 ５１０５万円 ５１５６万円 ５１万円[  1.0％]減

　総額 ５１億２１０２万円 ５１億１６１０万円 ４９２万円[  0.1％]増
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積立金  ７億６８９１万円（4億 5101 万円 37.0％減) 

前年度は法人市民税の増収分や前年度繰越金などを含め合計４.２億円を減債基金

へ積立てたが、今年度は病院事業会計貸付金元利収入分１億円余のみとなった。この

ほか合併翌年度から１０年間、旧合併特例債を発行して積立てを継続した地域振興基

金造成事業が２７年度で終了したことも影響して全体が減少した。 

増収となったふるさと納税をそのまま６基金に積立てたこと、また福知山駅周辺およ

び河守土地区画整理事業特別会計の閉鎖に伴いぞれぞれの剰余金を他会計繰入金

として受け入れ、鉄道網整備事業及び関連都市計画事業基金に積立てたことは増加

項目である。 

 

 

 

 

 

 

 

H28 H27 増減

ふるさと納税関連積立事業（㉘９事業６基金） １億１３３７万円 ９２１０万円 ２１２７万円[ 23.1％]増

鉄道網整備及び都市計画事業基金積立事業 １億２４１７万円 ３４４４万円 ８９７３万円[260.5％]増

市有地販売事業（公共施設等総合管理基金） ２７９６万円 －　 ２７９６万円[ 皆増] 　　

２３０万円 －　 ２３０万円[ 皆増] 　　

減債基金積立事業 １億４３０万円 ４億１５６７万円 ３億１１３７万円[ 74.9％]減

地域振興基金造成事業 － ２億５４７０万円 ２億５４７０万円[ 皆減] 　　

三セク債償還基金積立事業 ２億４５８万円 ２億２３０５万円 １８４７万円[  8.3％]減
過疎地域自立促進基金造成事業 １億７２４０万円 １億７６９０万円 ４５０万円[  2.5％]減

基金預金利子積立（各基金） １６５２万円 １８４７万円 １９５万円[ 10.6％]減

　総額 ７億６８９１万円 １２億１９９２万円 ４億５１０１万円[ 37.0％]減

市営林 安心・安全の森づくり（弘法川等）（豊かな森基金）

H28 H27 増減

福知山公立大学運営費交付金事業 ３億９８１万円 －　 ３億９８１万円[ 皆増] 　　
ふるさと納税推進事業（※H27は各事業で執行） ５３７７万円 －　 ５３７７万円[ 皆増] 　　
消防団員報償事業 ６７１１万円 １４３５万円 ５２７６万円[367.7％]増
補助金等償還事業 １億１４９万円 ６５８０万円 ３５６９万円[ 54.2％]増
企業誘致促進特別対策事業 ２４１９万円 ２４８万円 ２１７１万円[875.4％]増
民間保育所運営事業 ２億２７７８万円 ２億９３８万円 １８４０万円[  8.8％]増
「海の京都」/「森の京都」ＤＭＯ事業 １６８９万円 －　 １６８９万円[ 皆増] 　　
福知山公立大学「学びの拠点」推進事業 １４７３万円 －　 １４７３万円[ 皆増] 　　
新規就農総合支援事業 ２６９５万円 １２３８万円 １４５７万円[117.7％]増
地方バス路線運行事業 ６７７０万円 ５４７６万円 １２９４万円[ 23.6％]増

２３３４万円 １２３１万円 １１０３万円[ 89.6％]増
税等償還事業 ４６９７万円 ３７３０万円 ９６７万円[ 25.9％]増
多面的機能支払交付事業 １億７９３１万円 １億７３６４万円 ５６７万円[  3.3％]増
社会福祉協議会活動費等補助事業 ５２４３万円 ４９５７万円 ２８６万円[  5.8％]増
中山間地域等直接支払交付事業 １億２３９７万円 １億２１８４万円 ２１３万円[  1.7％]増
４年制大学設置準備事業 － ４６６８万円 ４６６８万円[ 皆減] 　　
農地中間管理事業 ３３３万円 ３７０８万円 ３３７５万円[ 91.0％]減
福知山市土地改良区活動支援事業 － １２０５万円 １２０５万円[ 皆減] 　　
社会保障・税番号制度実施に係る整備事業 １２４０万円 ２２３７万円 ９９７万円[ 44.6％]減
ＫＴＲ支援事業（現年・繰越） １億１７７９万円 １億２１８４万円 ４０５万円[  3.3％]減
水洗化促進補助事業 ５６０１万円 ５７０４万円 １０３万円[  1.8％]減
上水道事業会計負担金 １億５０６万円 １億４５６万円 ５０万円[  0.5％]増
下水道事業会計負担金 ９億１６５万円 ９億６３８７万円 ６２２２万円[  6.5％]減
病院事業会計負担金 １１億４０９７万円 １１億２５７１万円 １５２６万円[  1.4％]増
国保新大江病院事業会計負担金 － ７２１５万円 ７２１５万円[ 皆減] 　　

　総額 ４４億３８２５万円 ４１億２７８万円 ３億３５４７万円[  8.2％]増

〔企業会計〕

〔企業会計〕

〔企業会計〕 ※㉖繰㉗

〔企業会計〕

三和(㉗㉘)/夜久野(㉘)/大江(㉘)地域協議会支援事業
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貸付金・出資金  ５９４万円（1027万円 63.4％減) 

地域医療・医療従事者養成確保事業では貸与者が減少（㉗７人→㉘２人）したため

大幅な減少となった。他の制度も傾向は共通である。ふるさと融資貸付制度は２６年度

に活用があったが２７年度に続き今年度も利用がなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

繰出金  ４６億８０４９万円（3 億 1366万円  7.2％増) 

光ファイバ網整備等に借り入れた地方債を平成３０年度の民営化までに完済するた

め、２８年度以降の償還計画を前倒しした地域情報通信ネットワーク事業特別会計に対

して、その償還原資となる繰出金が大幅に増加し全体を押し上げた。農業集落排水施

設事業特別会計では元利償還金、および使用料で処理費用が回収できない不明水が

増加したことなどにより公費負担（繰出金）が増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資的経費  ５０億９９３５万円（23 億 4043 万円 31.5％減) 
 

普通建設、災害復旧事業費ともに減少し、投資的経費としては合併後で最も少額と

なった。平成２５、２６年度の連年災害等の復旧費は年度の経過とともに減少した。また

普通建設事業費のうち国庫から財源の支援を受ける補助事業が２年連続で縮小し、初

めて２０億円を下回る規模となったことも大きな減少要因である。 

 

 

 

 

  

H28 H27 増減

地域医療・医療従事者養成確保事業 ３１５万円 １２６０万円 ９４５万円[ 75.0％]減
介護人材確保対策事業 １９５万円 ２４３万円 ４８万円[ 19.8％]減
くらしの資金等管理事業 ８４万円 １１８万円 ３４万円[ 28.8％]減
ふるさと融資貸付事業 － －　 －　

　総額 ５９４万円 １６２１万円 １０２７万円[ 63.4％]減

H28 H27 増減

介護保険事業特別会計繰出金 １１億１０５７万円 １１億３８６６万円 ２８０９万円[  2.5％]減
後期高齢者医療事業特別会計繰出金 １０億９４２２万円 １０億７１９３万円 ２２２９万円[  2.1％]増
地域情報通信ネットワーク事業特別会計繰出金 ９億２３０万円 ６億２０５５万円 ２億８１７５万円[ 45.4％]増
国民健康保険事業特別会計繰出金 ７億１８４７万円 ７億２４１８万円 ５７１万円[  0.8％]減
農業集落排水施設事業特別会計繰出金 ５億２４６３万円 ４億８８６０万円 ３６０３万円[  7.4％]増

簡易水道事業特別会計繰出金 ３億８７５万円 ３億５１８万円 ３５７万円[  1.2％]増
２１５５万円 １７７２万円 ３８３万円[ 21.6％]増

　総額 ４６億８０４９万円 ４３億６６８３万円 ３億１３６６万円[  7.2％]増

休日急患・国保診療所・公設市場・と畜場特会繰出金

H28 H27 増減

普通建設事業費（補助事業） １４億６６７９万円 ２４億８９１４万円 １０億２２３５万円[ 41.1％]減
普通建設事業費（単独事業） ３１億５７８１万円 ３１億９２２１万円 ３４４０万円[  1.1％]減
災害復旧事業費 ４億７４７５万円 １７億５８４３万円 １２億８３６８万円[ 73.0％]減

　総額 ５０億９９３５万円 ７４億３９７８万円 ２３億４０４３万円[ 31.5％]減
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○普通建設事業費（補助事業） １４億６６７９万円（10億 2235万円 41.1％減) 

補助事業費は２年連続で減少した（平成２６年度は３８億５９８万円）。２５、２６年度災

害の住宅復旧を支援する地域再建被災者住宅等支援事業は最終年度となり、大幅に

減少した。また前年度に案件が集中した民間保育所施設整備費支援や、市民会館・中

央公民館改修、有害鳥獣処理施設整備なども大きな減少要因である。 

増加項目では中心市街地活性化関連など道路整備事業が目立った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○普通建設事業費（単独事業等） ３１億５７８１万円（3440万円  1.1％減) 

増減それぞれの要因が拮抗して対前年度比で微減となった。増加の主なものは街

路（多保市正明寺線 高畑工区）事業、くりのみ園機能拡充事業などで、平成２０年度

に着手した小中学校耐震改修事業は今年度をもって完了した。２８年度スタートの公共

施設（最適化/除却/民間譲渡）、普通財産取得（単年）の各事業も特徴的である。 

主な減少項目は市庁舎耐震化・長寿命化改修事業などの継続事業、有害鳥獣処理

施設整備事業、石原地区沿道型商業施設誘致事業などである。  

 

 

 

 

H28 H27 増減

街路事業（多保市正明寺線 高畑工区） ２億７２０７万円 ４２４万円 ２億６７８３万円[6316.7％]増
くりのみ園機能拡充事業 ２億８７１７万円 ２４６０万円 ２億６２５７万円[1067.4％]増
小中学校耐震改修事業 ２億８２９０万円 ３５５万円 ２億７９３５万円[7869.0％]増
三段池公園カルチャーパーク整備事業 ８０３９万円 ３１０万円 ７７２９万円[2493.2％]増
小中学校教室棟便所改修事業 ８６１１万円 －　 ８６１１万円[ 皆増] 　　

H28 H27 増減

中心市街地活性化関連道路整備事業 １億５７８５万円 １５１９万円 １億４２６６万円[939.2％]増
日新中学校特別教室棟改築事業（継続費ほか） １億２４６０万円 ３７８０万円 ８６８０万円[229.6％]増

社会資本整備総合交付金事業（道路整備） ８７３８万円 １９４９万円 ６７８９万円[348.3％]増

７０６３万円 ２０１９万円 ５０４４万円[249.8％]増
地域間交流促進ネットワーク事業（市道整備） ３７６１万円 －　 ３７６１万円[ 皆増] 　　

１９１９万円 －　 １９１９万円[ 皆増] 　　
「森の京都 福知山」二瀬川散策コ ース整備事業 ８４５万円 －　 ８４５万円[ 皆増] 　　

インターネット系業務ネットワーク環境整備 １２６７万円 －　 １２６７万円[ 皆増] 　　
第１期・第２期処分場埋立整備事業 １０６９万円 －　 １０６９万円[ 皆増] 　　
小中学校ICT環境整備事業 １００３万円 －　 １００３万円[ 皆増] 　　
地域再建被災者住宅等支援事業 ２１８４万円 ２億７５６７万円 ２億５３８３万円[ 92.1％]減
民間保育所施設整備事業 １６９１万円 ２億４３９６万円 ２億２７０５万円[ 93.1％]減
ごみ焼却施設基幹的設備改良事業（継続費） ４億９５５８万円 ６億８５２３万円 １億８９６５万円[ 27.7％]減
市民会館・中央公民館改修事業 － １億８８５０万円 １億８８５０万円[ 皆減] 　　
有害鳥獣処理施設整備事業 － １億３７３万円 １億３７３万円[ 皆減] 　　
街路事業（多保市正明寺線 高畑工区） ２億２９９２万円 ３億６００万円 ７６０８万円[ 24.9％]減
桃映中学校北校舎改築事業 － ３９００万円 ３９００万円[ 皆減] 　　
三段池公園カルチャーパーク整備事業 １２３２万円 ４２３４万円 ３００２万円[ 70.9％]減
放課後児童クラブ運営事業 １６２８万円 ３７２３万円 ２０９５万円[ 56.3％]減
公園施設長寿命化対策支援事業 ５８６万円 ２０７２万円 １４８６万円[ 71.7％]減
農業基盤整備促進事業 ４８８４万円 ６２２４万円 １３４０万円[ 21.5％]減
消防団施設整備事業 － １３１５万円 １３１５万円[ 皆減] 　　
小学校耐震改修事業 ４５３万円 １２１３万円 ７６０万円[ 62.7％]減

　総額 １４億６６７９万円 ２４億８９１４万円 １０億２２３５万円[ 41.1％]減

「森の京都 福知山」大江山グリーンロッジ整備事業

防衛施設周辺整備事業（旭が丘小谷ヶ丘線）（継続費）
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○災害復旧事業費  ４億７４７５万円（12億 8368万円 73.0％減) 

２８年発生災害（９月豪雨等）も含め、復旧事業を進めた。ただし大半は２６年８月豪

雨災害関係の事業費であり、事業の進捗に従い、総額は減少している。 

 

   

H28 H27 増減

農林施設等災害復旧事業 ４億１１７５万円 ６億５３１８万円 ２億４１４３万円[ 37.0％]減
公共土木施設災害復旧事業 ３１５５万円 ９億７５５０万円 ９億４３９５万円[ 96.8％]減
その他公共・公用施設災害復旧事業等 ３１４５万円 １億２９７５万円 ９８３０万円[ 75.8％]減

　総額 ４億７４７５万円 １７億５８４３万円 １２億８３６８万円[ 73.0％]減

・岡ノ三教育集会所災害復旧事業21,692 ・災害復旧融資特別支援事業 9,755 （数値いずれもH28決算額、単位:千円）

H28 H27 増減

※前ページからの続き

公共施設（最適化/除却/民間譲渡）事業 １億６４９１万円 －　 １億６４９１万円[ 皆増] 　　

普通財産取得事業（駅周辺・河守区画整理） ５９３４万円 －　 ５９３４万円[ 皆増] 　　
消防団施設整備事業 ８５３７万円 ３３７２万円 ５１６５万円[153.2％]増
遷喬小学校プール整備事業 ４０８６万円 ２９７万円 ３７８９万円[1275.8％]増
ごみ焼却施設基幹的設備改良事業（継続費） ３４１５万円 －　 ３４１５万円[ 皆増] 　　
リサイクルプラザ修繕事業 ７１４７万円 ３７３９万円 ３４０８万円[ 91.1％]増
三和荘駐車場兼用ペタンクコート整備事業 ３３１９万円 －　 ３３１９万円[ 皆増] 　　
庁舎改修事業 ８７４８万円 ５７９７万円 ２９５１万円[ 50.9％]増
厚生会館改修事業 ２６６９万円 －　 ２６６９万円[ 皆増] 　　
「森の京都 福知山」北陵総合センター整備事業 ２１８４万円 －　 ２１８４万円[ 皆増] 　　
「森の京都 福知山」二瀬川散策コ ース整備事業 １５７０万円 －　 １５７０万円[ 皆増] 　　
中心市街地活性化関連道路整備事業 ２４５７万円 ４２４万円 ２０３３万円[479.5％]増
市営住宅計画改修/改善事業 ５２７６万円 ２２８６万円 ２９９０万円[130.8％]増

－ ５億８７万円 ５億８７万円[ 皆減] 　　
大呂自然休養村整備事業（継続費・単年度） ３５８７万円 ２億４１３３万円 ２億５４６万円[ 85.1％]減
有害鳥獣処理施設整備事業 － １億６１２１万円 １億６１２１万円[ 皆減] 　　
石原地区沿道型商業施設誘致事業 － １億４５８３万円 １億４５８３万円[ 皆減] 　　
市民会館・中央公民館改修事業 － １億４０４３万円 １億４０４３万円[ 皆減] 　　
小中学校施設空調設備設置事業 １億３８４万円 ２億２７６万円 ９８９２万円[ 48.8％]減
幼稚園施設空調設備設置事業 － ２６４８万円 ２６４８万円[ 皆減] 　　
広域交通網整備促進事業（地域ふるさと農道） － ８６１０万円 ８６１０万円[ 皆減] 　　
日新中学校特別教室棟改築事業（継続費ほか） １１７４万円 ７１４７万円 ５９７３万円[ 83.6％]減
福知山北部地域多目的グラウンド周辺整備事業 － ４９７４万円 ４９７４万円[ 皆減] 　　
広域交通網整備促進事業 ５０７３万円 ９４９７万円 ４４２４万円[ 46.6％]減
三和荘基幹設備整備改修事業 １３３万円 ３６２３万円 ３４９０万円[ 96.3％]減
旧福知山市学校給食センター解体事業 － ２７０８万円 ２７０８万円[ 皆減] 　　
放課後児童クラブ運営事業 ２１３８万円 ４８２０万円 ２６８２万円[ 55.6％]減
幼稚園施設空調設備設置事業 － ２６４８万円 ２６４８万円[ 皆減] 　　
長安寺公園周辺道路改良事業 － ２４１１万円 ２４１１万円[ 皆減] 　　
道路新設改良/部分改良/舗装改良事業 ４６２２万円 ６０７６万円 １４５４万円[ 23.9％]減
単独事業費支弁人件費 ３億２７７１万円 ３億３４３４万円 ６６３万円[  2.0％]減

　総額 ３１億５７８１万円 ３１億９２２１万円 ３４４０万円[  1.1％]減

①公共施設最適化事業（保健・福祉施設） 30,363 ②公共施設除却事業 112,077（市営住宅 38,545、幼稚園施設25,434、

教育集会所・文化財整理事務所 15,054、集会施設（人権推進室） 9,753、学校給食センター 6,005、小学校施設4,326、

農業施設（共同作業所) 4,298、消防水利施設 2,652、一戸建住宅 2,523、消防施設 2,466、その他施設1,021） ③公共

施設民間譲渡事業 （農業施設（共同作業所) 14,926、集会施設(まちづくり） 4,591、集会施設（人権推進室） 2,952 [千円]

市庁舎耐震化・長寿命化改修事業（継続費～㉗）
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２ 決算収支 

   

２６年災害等の復旧が前年度までに概ね進捗して事業費が収束したことに加えて、普通

建設事業費（特に国庫補助対象）が減少となったことなどから歳入歳出規模は縮小した。 

しかし前年度と比較して、財政調整基金を３億円繰入れ（収入）したことと、市債を積極的

に活用（前年度は交付税算入率の低い市債等を約４.５億円抑制）したことで歳入を確保し、

歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は結果として１０億   

４８９０万円の黒字となった。実質単年度収支は２億４３０８万円の黒字である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基金残高の状況   
 
財源対策の３基金は０.６億円減少した。財政調整基金は、平成２７年度歳計剰余金３億 

６８４７万円を積立てた一方で、年度内の一般財源不足を賄うため３億円繰入れ、残高の 

増加は６９６０万円に留まり２３億６４０４万円となった。減債基金は病院事業会計からの貸付

金元利収入を積立てたが、e-ふくちやま事業の市債償還の財源として２億３３７８万円取り

崩したため残高を減らし、１４億２１０１万円となった（一般会計分）。 

特定目的基金は地域振興基金の造成が前年度で終了したため微増の５９億６０２０万円

となった。増収となったふるさと納税や、２つの土地区画整理事業の閉鎖に伴って受け入れ

た剰余金、また公社継承土地、公共施設マネジメントにより創出した土地の売却収入などを

積立てにまわす一方でそれぞれの目的に照らして取り崩し、各事業費に充当した。 

一般会計所管の基金残高全体では０.２億円減少して平成２８年度末で１０９億１３９６万円

となった（定額運用基金を除く）。 
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億円
基金残高の推移（定額運用基金・特別会計を除く）特定目的基金

合併算定替逓減対策基金
減債基金
財政調整基金

地域振興基金の造成が前年度で終了し、総額は１０９.１億円 

　　　　区　　　　分 平成２８年度 平成２７年度 差引 増減率
歳入総額　① 42,320,520 43,937,357 △ 1,616,837 △3.7
歳出総額　② 41,089,109 42,945,187 △ 1,856,078 △4.3
歳入歳出差引額①－②＝③ 1,231,411 992,170 239,241 24.1
翌年度へ繰越すべき財源④ 182,516 255,232 △ 72,716 △28.5
実質収支③－④＝⑤ 1,048,895 736,938 311,957 42.3
単年度収支　⑥ 311,957 △ 121,368 433,325 △357.0
積立金（財政調整基金）⑦ 1,127 2,096 △ 969 △46.2
繰上償還金（任意）⑧ 230,000 230,010 △ 10 △0.0
積立金取崩し額（財政調整基金）⑨ 300,000 0 300,000 　　　皆増
実質単年度収支⑥＋⑦＋⑧－⑨ 243,084 110,738 132,346 119.5

（単位：千円、％）

黒字決算は昭和４７年度以来４５年連続～ただし財政調整基金と市債をフル活用 

財
源
対
策
基
金 

特
定
目
的
基
金 
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基金の年度末現在高の推移 （単位：千円）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

2,788,454 3,016,652 3,418,152 3,911,261 2,647,711 2,381,869 1,863,192 2,294,441 2,364,037
(1,830,285) (1,219,000)

611,285 184,018 711,109 816,619 921,866 1,027,275 1,132,846 1,549,646 1,421,005

692,641 1,162,740 1,164,884 1,167,038 1,168,717

179,397 178,119 172,074 166,195 160,073 157,572 151,567 145,564 139,476

268,307 263,607 259,741 249,656 191,331 147,008 203,534 291,031 363,906

464,024 467,809 475,917 477,815 477,835 476,564 476,956 473,933 465,936

7,594 7,363 7,121 6,873 6,624 6,376 6,128 5,886 5,640

24,392 24,448 24,463 24,473 24,475 24,477 24,479 24,511 24,498

34,101 31,927 28,159 24,364 22,145 19,973 17,796 15,615 13,426

21,349 21,383 21,380 21,409 21,407 21,424 21,393 21,409 21,418
うち500,000は信託 うち500,000は信託 うち500,000は信託

809,263 1,082,533 1,357,273 1,636,527 1,908,705 2,193,938 2,453,372 2,677,972 2,659,871

4,495 9,277 8,963 5,901 3,490 4,452 5,599 5,814 16,453

203,752 189,350 174,269 128,786 120,792 102,293 87,185

284,855 216,137 216,499 216,855 217,213 208,098 208,639 203,076 199,843

2,693 32,714 2,783 2,784 2,784 2,785 2,836 3,079 5,651

684 684 566 566 18 18 18 18 0

1,942 2,079 2,581 2,650 3,364 3,371 3,452 3,666 4,402

3,630 3,537 3,467 3,435 3,367 3,280 3,170 3,058 3,011

536 537 538 538 538 515 502 489 462

17,575 16,193 13,969 13,988 13,562 13,579 13,494 13,699 17,399

645,887 647,794 648,587 650,150 651,011 651,606 652,569 623,125 623,486

40,293 40,490 43,699 86,874 80,560 75,198 70,061 65,142 54,785

49,308 51,459 29,704 29,742 29,781 29,818 24,427 23,427 23,443

16,147 16,323 16,775 16,516 19,256 19,659 20,055 21,008 21,458

98,710 96,044 94,600 94,006 89,797 61,501 58,945 58,627 58,415

392,072 65,248 234,088 352,628 393,320 131,838 348,177 237,238 291,456

0 0 0 0 0 0 0 0 0

160,000 218,363 272,639 323,120 389,240 417,036 423,900

51,358 46,792 196,880 247,098 297,408 297,782 298,124 298,438 275,033

250,031 200,661 181,085 160,546 155,582

95,450 19,637 17,986 26,011 609

253,559 -                -                -                

1,156

2,300          

3,418,612 3,322,497 4,223,579 4,738,756 5,410,453 5,476,595 5,774,396 5,921,711 5,960,200

6,818,351 6,523,167 8,352,840 9,466,636 9,672,671 10,048,479 9,935,318 10,932,836 10,913,959

10,401 2,765 2,765 2,766 2,766 2,766 2,766 2,766 2,766

8,589 6,971 -                -                -                -                -                -                -                

709,277 732,922 732,938 733,084 -                -                -                -                -                

18,043 18,052 19,704 18,915 20,348 20,929 21,598 21,328 20,670

746,310 760,710 755,407 754,765 23,114 23,695 24,364 24,094 23,436

7,564,661 7,283,877 9,108,247 10,221,401 9,695,785 10,072,174 9,959,682 10,956,930 10,937,395

定
額
運
用
基
金

小    計    ⑤　　(①+②+③＋④）

淡水漁業振興基金

ふるさと創生事業基金

財
源
対
策
基
金

財政調整基金     ①

減  債  基  金     ②

合併算定替逓減対策基金（㉔～） ③

地域振興基金

福知山千年の森ふるさと基金

文化芸術会館建設基金

ふるさと就職応援基金（㉒より）
労働金庫育成基金（～㉑まで）

開発関連公共施設等整備基金

郷土資料館整備基金

長田野工業団地公園緑地事業基金

教育施設整備及び都市計画事業基金

地域振興施設維持補修基金（㉒～）

庵我地区公益事業基金

岡地区公益事業基金

スポーツ賞基金

文化賞基金

特定目的基金　小 計     ④

一
　
　
　
般
　
　
　
会
　
　
　
計

水道設備資金並びにテレビ共同受信施
設資金貸付基金（㉒廃止）

企業誘致促進及び工場等操業支援基金

過疎地域自立促進基金（㉒～）

佐藤八重子記念子ども読書活動振興基
金（㉔～）

用品調達基金

豊かな森を育てる基金（㉘～）

民生援護資金貸付基金

小計   ⑥

墓園基金

土地開発基金（㉔廃止）

不燃物埋立処分場整備事業基金

第三セクター等改革推進債償還基金（㉔
～）

一般会計計   ⑦  （⑤ + ⑥）

特
定
目
的
基
金

地域福祉基金

市展振興基金

中山間ふるさと水と土保全基金

佐藤太清賞基金

おもいでの森づくり事業基金

佐藤太清記念美術館整備基金

鉄道網整備事業基金

地域の元気臨時交付金基金（㉕～㉖）

公共施設等総合管理基金（㉘～）
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４ 市債残高の状況   

   
 
平成２８年度末の市債残高は一般会計では５１０億６０７３万円となり、前年度より６億   

１３７１万円減少し、特別会計と企業会計を加えた全会計でも９７１億７３５０万円となり、１９億

２８４４万円減少した。市債残高のうち普通交付税で算入（償還補助）される額を除いた実質

的な市債残高は一般会計で１４８億２１２８万円（６億９９６８万円の減少）、全会計では４４５

億４３７万円（１２億２５８５万円の減少）となった。 

特別・企業会計では、下水道事業会計を除き名目の残高が減少しているが、市債償還の

ペースを速める地域情報通信ネットワーク事業特別会計では５.７億円の圧縮ができた。 

実質的な市債残高の減少は、普通交付税の一部が振替えられた臨時財政対策債と、計

画的な新市建設のための旧合併特例事業債の２つの市債が、残高のうち高い比率（６３.

７％）を占めることとなり、連動して普通交付税の算入額が増大しているためである。 

旧合併特例事業債は発行可能額２６９億６６７０万円のうち平成２８年度末までの累計で   

その８１.９％にあたる２２０億８９３０万円を発行し、５３億３６５３万円を償還している。 

第三セクター等改革推進債の未償還残高は１０億９０９４万円である。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全会計の残高は１９.３億円減少の９７１.７億円～実質的な市債残高も１２.３億円圧縮 

（市債の年度末借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 51,060,727 14,821,278 51,674,439 15,520,956 △613,712 △699,678

特 別 会 計 10,632,763 5,800,049 11,535,091 6,124,816 △902,328 △324,767

企 業 会 計 35,480,014 23,883,039 35,892,415 24,084,447 △412,401 △201,408

全 会 計 合 計 97,173,504 44,504,366 99,101,945 45,730,219 △1,928,441 △1,225,853

（市民一人あたり借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 646 188 650 195 △ 4 △ 7

特 別 会 計 134 73 145 77 △ 11 △ 4

企 業 会 計 449 302 451 303 △ 2 △ 1

全 会 計 合 計 1,229 563 1,246 575 △ 17 △ 12

年度末人口

（住基+外国人） 79,049人     79,534人     △485人      

【参考】　交付税算入率の高い市債の残高状況（普通会計ベース） （単位：千円）

残高総額に
占める割合

残高総額に
占める割合

臨 時 財 政 対 策 債 100% 16,817,720 31.9% 16,303,683 30.3% 514,037

旧 合併 特 例事 業 債 70% 16,752,767 31.8% 16,938,749 31.4% △ 185,982

過 疎 対 策 事 業 債 70% 3,511,185 6.6% 3,826,687 7.1% △ 315,502

辺 地 対 策 事 業 債 80% 631,503 1.2% 582,686 1.1% 48,817

37,713,175 71.5% 37,651,805 69.9% 61,370

52,720,355 100.0% 53,899,447 100.0% △ 1,179,092全市債残高総額

小　計

Ｈ２８
年度末残高①

Ｈ２７
年度末残高②

増減
①－②

交付税
算入率

Ｈ２８　① Ｈ２７　② 増減　①－②

総額 総額 総額

総額 総額

Ｈ２８　① Ｈ２７　② 増減　①－②

総額

63.7% 61.7%
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※旧合併特例事業債と第三セクター等改革推進債の状況（平成２８年度末） （単位：千円）

発行可能額 発行済額 償還済額 未償還残高 完済予定年度

26,966,700 22,089,300

24,450,500 19,573,100

2,516,200 2,516,200

2,996,200 1,905,265 1,090,935 H34

※通常償還 1,025,265千円＋繰上償還 880,000千円＝ 1,905,265千円

旧合併特例事業債

5,336,533 16,752,767 Ｈ43　　　　うち投資的事業分

　　　　うち基金造成分

第三セクター等改革推進債

508 491 489 498 500 501 509 518 517 511

356 355 329 326 308

151 129 123 115 106

201 193 204 198 198

357 358 352 359 355

197 186 176 185 177 177 168 165 155 148

171 193 172 166 155
79 61 62 61 58

157 150
164 154 153

231
238 233 241 239

1,065
1,039 1,022 1,022 1,006 1,009 996 993 991 972

525 529 512 505 485 487 467 460 457 445

0

200

400

600

800

1,000

1,200

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

会計別市債残高の推移（H19以降)
企業会計 市債残高
特別会計 市債残高
一般会計 市債残高

億円

18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

20.0
28.9

45.7

69.2

89.5

119.7

143.7

171.9

188.6

207.3

220.9

0.0 0.0 0.7 2.4 3.9 
8.2 

14.1 
20.3 

27.9 
37.9 

53.4 

70.7 

89.4 

102.5 

116.6 

130.9 

144.9 

158.9 

172.1 

185.1 

197.4 
206.4 

213.2 
217.4 

219.9 
220.9 

0

50

100

150

200

250

1819202122232425262728293031323334353637383940414243

億円

発行済額

償還済額

年度末

発行限度額 269.7億円

未
償
還
残
高

旧合併特例債

H28までの借入れとその償還予定

H29以降

借入れ可能額

48.8億円

167.5 

※←0.1億円単位で、端数が整合するように、右の数値データを若干編集している。（H29.7.7）

30.0 

24.0

20.2

15.4

10.9

7.3
4.1

1.5 1.0 0.5
0.0

3.0 

2.6 

2.5 

2.2 

1.8 

1.4 

1.0 

0.5 0.5 0.5 

3.0 

1.2 

2.3 

2.3 

1.8 

1.8 

1.6 

0

5

10

15

20

25

30

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

億円

第三セクター等改革推進債の償還
[H28までの決算とH29以降の計画]

繰上償還

通常償還

年度末残高

借入

H24借入

償還期間 10年（H34まで）

年利率 0.334%
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特別会計 
 

決算収支の状況（実質収支） 

決算 
区分 

会計数 
[前年度] 

会計名 
実質収支額計 

[ 前年度 ] 

黒字 

会計 

５ 

[ 5 ] 

国民健康保険事業、簡易水道事業、農業集落排水施

設事業、介護保険事業（保険事業勘定、サービス事業

勘定）、後期高齢者医療事業 

７億３,４１２万円 

[３億４,５２８万円] 

赤字 

会計 

２ 

[ 4 ] 
宅地造成事業、石原土地区画整理事業 

△６億１,０２４万円 

[△７億５,７９５万円] 

収支

差引

ゼ ロ 

８ 

[ 6 ] 

国民健康保険診療所費、と畜場費、休日急患診療所

費、公設地方卸売市場事業、福知山駅周辺土地区画

整理事業、河守土地区画整理事業、下夜久野地区財

産区管理会、地域情報通信ネットワーク事業特別会計 

― 

[ ― ] 

合計 
15 

[ 15 ] 

 １億２,３８８万円 

[△４億１,２６７万円] 
 

（１）国民健康保険事業 

一人あたり平均保険料額は据え置きとしたが、被保険者の減少、法定軽減の軽減

判定所得基準額拡充による軽減額の増加等により、保険料収入総額は昨年度より 

４４７４万円減少し１４億４９５２万円となった。 

歳出では、一人あたりの医療費は引き続き増大しているものの、被保険者数の減

少により保険給付費全体では前年度を下回り、１億１２８５万円減の５５億８８２３万円と

なった。 

前年度繰越金４４２４万円や国民健康保険事業基金からの繰入１億８８７万円等を

歳出に充当し、会計全体で２億６０６３万円の黒字を確保し、単年度では２億２０５９万

円の黒字となった。なお基金の残高は６万円である。 

平成２０年度から引き続き特定健診・特定保健指導に取り組むとともに、前立腺が

ん検診及び大腸がん検診並びに妊婦歯科検診の実施や、レセプト点検を引き続き

強化するなど、厳しい財政のもとで積極的な事業展開を図った。 

 

（２）国民健康保険診療所費 

山間へき地医療の確保を目的に雲原診療所を運営している。 

診療日数は１４４日、年間診療件数は２３２７件で対前年度比１８３件減り、診療収

入も２３７万円の減収となった。 

歳出においては、医薬材料費等が増となったものの、工事費等が減となったことで

前年度より３７万円減の４６２３万円の決算となった。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 



21 

 

（３）と畜場費 

府内、府外からの利用頭数が減り、処理頭数は５２７頭で対前年度比５９頭の減と

なった。使用料は、３６万円の減収、歳入合計は２８１１万円となった。 

歳出では、作業委託などの委託費がかさみ、合計２８１１万円で前年度より歳入歳

出とも３６万円の増となった。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 

 

（４）簡易水道事業 

平成２８年１２月議会において可決された福知山市簡易水道設置条例等の廃止に

より、簡易水道事業特別会計は平成２８年度末をもって廃止し、平成２９年４月１日よ

り水道事業に統合することとして３月３１日をもって打ち切り決算とした。 

特別会計最終年度の今年度は水道水の安定供給を図るため、水道未普及地域

解消事業として実施していた北部簡易水道から橋谷地域への水道施設の拡張整備

が完了し、給水を開始した。そのほか、維持管理事業をはじめ、簡易水道改良事業

等を実施し、総額で７億５４９０万円の歳出となったが、会計廃止に伴う打ち切り決算

による未払金などの影響により、前年度比１億２９３３万円の減少となった。 

歳入では、使用料収入のほか、簡易水道改良事業に係る市債の発行等により、総

額で８億２３２１万円となり、会計廃止に伴う打ち切り決算による未収金などの影響に

より、前年度比７５３３万円の減少となった。 

実質収支額は６８３２万円の黒字（前年度黒字額１４１７万円から５４１５万円増加）と

なり、減債基金のうち簡易水道積立分の２１９２万円とともに統合先の水道事業に引き

継いだ。 

      

（５）宅地造成事業 

平成１７年度から分譲地の売却を開始し、平成２８年度末現在で７６区画の売却が

完了し、残りの一般分譲地は８区画となっている。 

決算収支では、災害の影響もあり分譲地の売却が進まなかったことから、昨年度に

続き累積で１８４１万円の赤字となった。 

 

（６）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して、内科・小児科の初期救急

医療を提供し応急的な診療を行った。 

診療日数は７１日、年間受診者数１,３１８人は対前年度比１５人の減で、一日あたり

の平均受診者は０．２人減の１８．６人であった。 

決算規模は２２４２万円、前年度比１７３万円の増となった。一般会計からの繰入金

１０５３万円により収支の均衡を図った。 

 

（７）公設地方卸売市場事業 

生産者の地場野菜の出荷先として、また、青果物の流通と地産地消を推進する拠

点施設として指定管理者制度により運営した。 
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青果部門の取扱高は、前年度比１１ｔ減の２１７９ｔ、売上高は１１９１万円増の６億５

５７０万円となり状況はやや好転した。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 

 

（８）農業集落排水施設事業 

本市の農業集落排水施設の整備は全て完了しており、現在は２０地区の農業集落

排水施設及び１地区の簡易排水施設の維持管理事業に努めている（水洗化率９５．

７％）。今後の維持管理費縮減のため、農業集落排水施設統合事業に取り組んでお

り、今年度は北有路・三河地区における統合のための管渠布設工事、井田・額田地

区の統合に向けた実施設計業務等を実施した。 

歳出では、維持管理事業をはじめ、統合事業及び災害復旧事業を実施したことに

より、総額で９億４４２５万円（前年度比７１４５万円増加）となった。 

歳入では、使用料収入のほか、資本費平準化債や農業集落排水事業に係る市債

の発行などにより、前年度と比較して７８１４万円増の１０億６６８万円となり、翌年度へ

繰り越すべき財源１４万円を除いた今年度の実質収支額は、６２２９万円の黒字（前年

度黒字額５５４５万円から６８４万円増加）となった。 

 

（９）石原土地区画整理事業 

保留地売却実績は８区画、９５３０万円であり、前年度に比較して１区画増だが、土

地売払収入で９６３３万円の減収となった。累積赤字は５億９１８３万円と多額ながら前

年度比で８３４１万円の改善となった。 

 

（10）福知山駅周辺土地区画整理事業 

保留地売却実績は３区画、６３１１万円であり、前年度に比較して１区画増、土地売

払収入で１５０３万円の増収となった。未売却保留地が僅かとなったことから未売却保

留地３区画を一般会計に５０６３万円で移管し、特別会計を閉鎖した。剰余金６０５６万

円を繰出し収支差し引きゼロとして閉鎖した。 

 

（11）介護保険事業 

①保険事業勘定 

第６期介護保険事業計画（平成２７～２９年度）に基づき保険料の賦課、要介護認

定、保険給付、地域支援事業（介護予防事業、包括的・任意事業）等を実施した。 

保険給付費は６９億３８１３万円で前年度比５４５１万円、０．８％の減少となった。歳

出規模は７５億４９３５万円で前年度比１億１３３９万円の減となり、決算収支の黒字額

は前年度から１億４８２万円増加し、３億１７２７万円となった。 

なお、平成２８年度においては介護給付費準備基金からの取り崩しを行わず、介

護給付費準備基金の平成２８年度末残高は２億４６２３万円となり前年度から５２３７万

円の増加となった。 

②サービス事業勘定 

要支援認定者に係る介護予防サービス計画を直営と委託により合せて５４４８件
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（前年度は７７２５件）作成した。 

歳出決算は、２７９９万円で前年度比３４４万円の減、決算収支は前年度からは  

２０２万円増加し８４５万円の黒字決算となった。 

介護サービス事業基金は５９３万円の取り崩しを行ったものの、６４５万円を積み増

し平成２８年度末残高は３４８８万円となった。 

 

（12）河守土地区画整理事業 

保留地売却実績は１区画、７３４万円であり、前年度に比較して区画数の増減はな

いが、土地売払収入で６６８万円の増収となった。一般会計に未売却保留地６区画を

１９４５万円で移管し、福知山駅周辺土地区画整理事業と同様の理由により、河守土

地区画整理事業特別会計の閉鎖を行った。剰余金１２６７万円を繰出して収支差し

引きゼロとして閉鎖した。 
 

（13）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び財産の管理を行った。決算規模は４６千

円で、前年度比３８千円の増となり、基金繰入により収支の均衡を図った。 
 

（14）後期高齢者医療事業 

７５歳以上の高齢者と一定の障害があると認定された６５歳以上の人を対象とした

医療保険制度である。府内の全ての市町村が加入する京都府後期高齢者医療広域

連合が主体となり市町村と事務を分担し運営している。 

市では、保険料の徴収、給付申請等の受付、健康診査事業などを行っている。 

本年度の歳出決算は１８億３４４０万円となり、前年度比は４７９７万円増加したが、

決算収支は１７１６万円の黒字決算となった。 
 

（15）地域情報通信ネットワーク事業 

「ｅ-ふくちやま」事業で整備した光ファイバ網等施設の保守管理を徹底し、テレビ

再送信サービス、インターネット接続サービスの安定的な提供に努めるとともに、平成

２８年２月２日に株式会社ケイ･オプティコムとの間で締結した事業民営化に関する基

本協定に基づき、民営化に必要となる施設整備に対して補助金を交付し、平成３０年

度の完全移行を目指し民営化の準備を進めた。 

株式会社ケイ・オプティコムに対する補助金等として２億４０７万円（新規事業：皆増）

を交付したほか、光ファイバ網整備等に借り入れた地方債の償還を事業終了予定と

する平成３０年度までに完了させるため地方債元利償還金は７億７９３６万円（前年度

４億８６５８万円）となり、歳出総額は１１億１７１３万円となった。 

民営化のための補助金に対しては過疎債等の市債を充当したほか、減債基金・過

疎基金からの繰入れを含め一般会計から９億２３０万円（前年度６億２０５５万円）の繰

入れを行い、決算収支は均衡している。 

平成２８年度末現在のテレビ加入件数は４１８５件（前年度４４０２件）、インターネッ

ト加入件数は３３８件（同３６８件）である。  
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財務指標 

 
 

財政構造の硬直化を示す経常収支比率は３.３ポイント悪化し９６.８％となった。６年連続の

悪化であり、経常的な収入のほとんどが固定経費に費やされる危険水域に達した。 

分母の経常一般財源総額は前年度から２.９億円減少し、２５０.５億円となった。地方消費

税交付金の１.５億円を含め、府税交付金、普通交付税など主要な収入が軒並み減少した。 

一方、経常一般財源のうち経常的な支出に使われた金額（分子）は前年度から５.６億円

増加し２４２.６億円となった。定年該当者等が８人減少した退職手当で１.２億円減額となっ

たものの、e-ふくちやま事業の償還期間短縮による影響分（２.９億円）に一般会計での増加

分を加えて公債費で３.８億円の増加となったことや、福知山公立大学運営費交付金で３.１

億円の純増、学校給食、廃棄物処理等の運営費の増加（０.９億円）も響いた。 

なお、分母から合併特例加算額を控除（一本算定）した場合、同比率は１０１.０％となる。 

 

 

 

 

 

H28 =  
経常経費に使われた経常一般財源 242.6 億円 [+5.6 億円]

経常一般財源総額等 250.5 億円 [△2.9 億円]
× 100(%) = 96.8% 
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類似団体平均

（注）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合は一般

会計、休日急患診療所費特別会計及び地域情報通信ネットワーク事業特別会計が対象となる。なお、地域情報通信  

ネットワーク事業特別会計での未償還市債の H27 借換分 1,871,279 千円はここでは公債費に含めない。 

注：地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計)  

経常収支比率 ９６.８％ ～６年連続で悪化し一本算定なら１００％超えの危険水域 

H28 =  
経常経費に使われた経常一般財源 242.6 億円 [+5.6 億円]

経常一般財源総額等 250.5 億円 [△2.9 億円]
× 100(%) = 96.8% 
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財政健全化判断比率等の状況 

 

 

平成１９年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により創設され

た地方公共団体の財政の健全性を判断するための４つの指標を総称し「健全化判断比率」

という。 

各指標のいずれかが「早期健全化基準」を超過した場合、当該年度末までに「財政健全

化計画」を定めなければならず、さらに「財政再生基準」以上である場合には「財政再生計

画」を定めて赤字再建団体となる。また、公営企業等については、資金不足比率（資金の不

足額の事業規模に対する比率）が経営健全化基準を超えた場合、経営健全化計画を定め

なければならないとされている。 

平成２８年度における本市の健全化判断比率は、４指標いずれも早期健全化基準内であ

った。赤字決算を示す①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率は、福知山市全体では黒字

決算であるため非該当である。③実質公債費比率は、ｅ-ふくちやま事業の借換債（平成２８

～３０年度）の償還開始に伴う元利償還金などの増により、０.５ポイント悪化している。④将

来負担比率については、一般会計等の地方債現在高や公営企業債等繰入見込額等の減

少により、前年度比５.３ポイント好転している。  

なお、今年度から福知山公立大学の決算が、４指標のうち将来負担比率に算入されるが、

大学の貸借対照表で繰越欠損金がなかったため影響は受けなかった。 

  

●健全化判断比率（４指標）           ※下段( ）書きは平成 ２７年度数値 （単位：％） 

  
① 実質赤字 

比率 

② 連結実質  

赤字比率 

③ 実質公債費

比率 

④ 将来負担 

比率 

福知山市 
- - 11.1 88.6 

(-) (-) (10.6) (93.9) 

早期健全化基準 
12.14  17.14  25.0  350.0  

(12.15) (17.15) (25.0) (350.0) 

財政再生基準 
20.00  30.00  35.0  

  (20.00) (30.00) (35.0) 

 

●資金不足比率 （Ｈ2４において資金不足を生じる会計のみ計上）            （単位：％） 

会 計 名 H28 H27 H26 H25 H24 経営健全化基準 

石原土地区画整理事業特別会計 - - -  -  10.4  20.0 

資金不足が発生した企業会計はなし。石原土地区画整理事業において平成２４年度まで資金不

足額が発生していたが、経営健全化の取り組みとして、土地売却価格改定分も含めた計画的繰入

れを平成２４～２６年度にかけて実施し、平成２５年度以降資金不足は解消している。 

健全化判断比率の４指標は全て早期健全化基準内、すべての企業会計で資金不足なし 
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実質公債費比率と将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

    H27 決算概要データ編その２.xlsx 市債残高と資金不足比率シートよりペースト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率の推移 
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<用語解説> 

○実質赤字比率 

地方公共団体の行政サービスの中心を担う「一般会計」等の赤字の程度を指標化したもの。

この比率が高くなるほど赤字の解消が困難となり、深刻な財政状況に陥っていることを示す。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字 

標準財政規模 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、地方公共団

体全体の赤字の程度を指標化したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

○実質公債費比率 

借入金（市債）の返済額等の大きさを一般財源等との対比で指標化し、資金繰りの危険度を

示したもの。市債償還は原則削減したり先送りできないため、この比率が高くなるほど財政の

弾力性が低下していることを意味している。 

18％以上になると、市債の発行に国の許可が必要となり、25％以上になると一般単独事業等

の市債が制限される。 

実質公債費比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

（元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額） 

（注）準元利償還金 

一般会計等から特別会計への公債費償還相当繰出金、加入団体への借入金償還財源負担金、債務

負担行為に基づく支出、一時借入金の利子など 

 

○将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）や、将来支払う可能性のある負担等に係る現時点での残高

の程度を指標化し、将来財政を圧迫する危険度を示したストック指標。この比率が高いと将来

の財政負担要因が大きいことを示している。 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在

高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要

額算入額） 
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○資金不足比率 

公営企業に生じている資金不足を、当該公営企業の事業規模である事業収入と比較して指標

化し、経営状況の深刻度を示したもの。この比率が高くなるほど、事業収入で資金不足を解消

することが難しくなるので、公営企業経営に問題があることになる。 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設費以外の企業債残高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 ＋建設費以外の企業債残高）－

解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

・法非適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経

て「財政健全化計画」を定めて自主的な財政健全化が求められる。 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生団体と

なり、議会の議決を経て「財政再生計画」を定め、国等の関与による確実な再生が求められ

る。 

  （※１） 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの比率 

 

○経営健全化基準 

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て「経営健全化計画」を

策定し、経営健全化を図る必要があります。 
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  <会計区分のイメージ> 
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一般会計等に属する

特別会計 

休日急患診療所費特別会計 

地域情報通信ネットワーク事業特別会計 

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の

特別会計のうち公営

企業に係る特別会

計以外の特別会計 

国民健康保険事業特別会計   

国民健康保険診療所費特別会計  

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

後期高齢者医療事業特別会計   

企

業

会

計 

法適用 

企業 

病院事業会計 

資

金

不

足

比

率 

水道事業会計 

下水道事業会計 

法非適用 

企業 

と畜場費特別会計 

簡易水道事業特別会計 

公設地方卸売市場事業特別会計 

農業集落排水施設事業特別会計 

石原土地区画整理事業特別会計 

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 

河守土地区画整理事業特別会計 

宅地造成事業特別会計 

一部事務組合 
京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     

京都府自治会館管理組合     

広域連合 
京都府後期高齢者医療広域連合     

京都地方税機構   

地方独立行政法人 

地方公社 

第３セクター等 

福知山公立大学（※） 

 
      

※福知山公立大学は平成２８年度決算から、繰越欠損金が発生した場合、健全化判断比率（将来負担

比率）に算入される。 
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資料編 

 

１ 会計別決算の状況 

 

 

  

（単位：千円、％）

歳  入  決  算 歳  出  決  算
翌年度

繰越財源
実  質  収  支

歳出決算
伸   率

42,320,520 41,089,109 182,516       1,048,895 △ 4.3

9,184,317 8,923,684 -                260,633 △ 3.9

46,226 46,226 -                0 △ 0.8

28,113 28,113 -                0 1.3

823,210 754,895 -                68,315 △ 14.6

276 18,681 -                △ 18,405 14.9

22,418 22,418 -                0 8.3

2,178 2,178 -                0 △ 17.5

1,006,681 944,250 143             62,288 8.2

95,399 687,232 -                △ 591,833 △ 20.7

114,257 114,257 -                0 12.3

7,866,620 7,549,350 -                317,270 △ 1.5

36,439 27,985 -                8,454 △ 11.0

26,799 26,799 -                0 88.9

46 46 -                0 492.7

1,851,564 1,834,404 -                17,160 2.7

1,126,182 1,117,127 9,055          0 △ 56.0

22,230,725 22,097,645 9,198          123,882 △ 8.5

1,567,885 1,576,109 -                △ 8,224 2.2

3,303,412 3,257,451 -                45,961 △ 5.9

12,123,514 12,022,062 -                101,452 3.4

11,313,061 11,235,157 -                77,904 3.4

810,453 786,905 -                23,548 3.6

16,994,811 16,855,622 -                139,189 1.4

81,546,056 80,042,376 191,714       1,311,966 △ 4.4

会         計         名

企
業
会
計

休 日 急 患 診 療 所 費

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業

農 業 集 落 排 水 施 設 事 業

石 原 土 地 区 画 整 理 事 業

介 護 保 険
事 業 介 護 サ ー ビ ス

事 業 勘 定

駅 周 辺 土 地 区 画 整 理 事 業

河 守 土 地 区 画 整 理 事 業

保 険 事 業
勘 定

企 業 会 計 合 計

下 水 道 事 業

下 夜 久 野 地 区 財 産 区 管 理 会

福知山市民病院

大江分院

総        合        計 

一      般      会      計 

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

会
 
 
 
 
 

計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 診 療 所 費

と 畜 場 費

簡 易 水 道 事 業

宅 地 造 成 事 業

特 別 会 計 合 計

水 道 事 業

地 域 情 報 通 信
ネ ッ ト ワ ー ク 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

病 院 事 業

市民病院事業
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２ 一般会計歳入決算の状況 

 

 

  

（ 単位 ： 千円、％ ）

△ 5.1

△ 3.7

比 較 増 減

△ 0.4

△ 7.5

△ 5.2

△ 12.9

△ 9.5

8.8

12.0

△ 1.3

△ 0.9

8.2

△ 38.2

△ 32.5

△ 59.2

△ 9.4

△ 1,400,210

△ 8.0

△ 767,702

△ 216,627

△ 3,652

伸率

△ 0.1

△ 2.2

△ 0.5

6.2

△ 55.2

△ 44,278

△ 23,130

△ 40,855

△ 1,068

△ 477,660

△ 293,379

市 債 4,608,700 10.5 △ 368,4994,240,201 10.0

3,712,569 8.4

12.8

43,937,357 100.0 △ 1,616,837

27,474,631 62.5

11,122,245 25.3

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 14,164 0.0

11,077,967 26.2

13,096

国 庫 支 出 金 5,611,190

金 額

10,417

4,026

2,396

△ 663

△ 6,090

△ 9,120

△ 154,745

7,197

地 方 特 例 交 付 金 48,995 0.1

0.3128,635 0.3

22,335

0.2

53,021 0.1

0.0 6,972 0.0

1,645,371

6,309

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 28,207 0.1

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

19,939 0.00.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 118,218

区     分 平 成 ２ ７ 年 度平 成 ２ ８ 年 度

収 入 済 額財    源    別
構成
比率

収 入 済 額
構成
比率

3.7

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

1,490,626 3.5

0.3

△ 15,644

37.5

1.2

26.4

△ 11,435

32,695

0.9

2.7

1.6

3.2

1.2

14,756 0.0

561,459

47,981 0.1

38.4

623,701 1.5

16,246,099

0.9

0.1

0.2

16,462,726

402,219398,567 0.9

1,391,403

分 担 金 及 び 負 担 金 525,470

諸 収 入 528,764

市 税 11,615,991

財 産 収 入 416,877

使 用 料 及 び 手 数 料 1,185,093

1.3

114,002 0.3

1,229,478 666,487

424,074 1.0

11,600,347 27.4

514,035 1.2

2.9

1,179,003 2.8

合          計

地 方 消 費 税 交 付 金

1.7

△ 14.1

84.5562,991

△ 18,639寄 附 金 132,641

自
 

主
 

財
 

源

計

計

依
 
 

存
 
 

財
 
 

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

府 支 出 金

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 23,876

69,062

71,111

42,320,520 100.0

0.0

5,317,811 12.6

3,234,909 7.7

26,074,421 61.6
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市税

27.4 %

地方譲与税

0.9 %

地方消費税交付金

3.5 %

自動車取得税交付金等

0.3 %

地方交付税

26.2 %

分担金及び負担金

1.2 %

使用料及び手数料

2.8 %

国庫支出金

12.6 %

府支出金

7.7 %

財産収入

1.0 %

繰入金

2.9 %

繰越金

1.5 %

諸収入

1.3 %

市債

10.0 %

その他

0.7 %

歳入決算の構成比 単位（％）

116.2 

4.0 
16.4 

1.2 

111.2 

5.3 
11.8 

56.1 

37.1 

4.2 
6.7 

13.9 5.3 

46.1 

3.9 

116.0 

4.0 

14.9 

1.3 

110.8 
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53.2 
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4.2 

12.3 

6.2 5.6 

42.4 
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前年度歳入決算額との比較
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３ 主な一般財源の状況 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：千円、％）

平成２８年度 平成２７年度 増減額 増減率

市 税 11,600,347 11,615,991 △ 15,644 △ 0.1

地 方 譲 与 税 398,567 402,219 △ 3,652 △ 0.9

利 子 割 交 付 金 14,756 23,876 △ 9,120 △ 38.2

配 当 割 交 付 金 47,981 71,111 △ 23,130 △ 32.5

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 28,207 69,062 △ 40,855 △ 59.2

地 方 消 費 税 交 付 金 1,490,626 1,645,371 △ 154,745 △ 9.4

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,309 6,972 △ 663 △ 9.5

自 動 車 取 得 税 交 付 金 128,635 118,218 10,417 8.8

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

22,335 19,939 2,396 12.0

地 方 特 例 交 付 金 53,021 48,995 4,026 8.2

地 方 交 付 税 11,077,967 11,122,245 △ 44,278 △ 0.4

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 13,096 14,164 △ 1,068 △ 7.5

臨 時 財 政 対 策 債 1,410,101 1,421,000 △ 10,899 △ 0.8

26,291,948 26,579,163 △ 287,215 △ 1.1

内　　　　訳

計
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４ 市税の状況 

 

 

  
（１）決算状況

(単位：千円、％）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(1)

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(2)

4,759,306   39,385       4,798,691   4,732,230   44,112       4,776,342   22,349 0.5

3,522,542   36,607       3,559,149   3,430,916   41,095       3,472,011   87,138 2.5

1,236,764   2,778         1,239,542   1,301,314   3,017         1,304,331   △64,789 △ 5.0

5,616,846   24,858       5,641,704   5,655,664   34,809       5,690,473   △48,769 △ 0.9

5,585,413   24,858       5,610,271   5,622,492   34,809       5,657,301   △47,030 △ 0.8

31,433       -              31,433       33,172       -              33,172       △1,739 △ 5.2

233,988      2,748         236,736      202,074      3,182         205,256      31,480 15.3

652,169      -              652,169      688,836      -              688,836      △36,667 △ 5.3

20,238       -              20,238       4,194         -              4,194         16,044 382.5

249,693      1,116         250,809      248,979      1,911         250,890      △81 △ 0.0

11,532,240  68,107       11,600,347  11,531,977  84,014       11,615,991  △15,644 △ 0.1

（２）徴収率の状況
(単位：　％　）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計

99.31 26.05 97.70 99.31 27.66 97.48 0.00 △ 1.61 0.22

平成28年度 平成27年度 増減

伸 率
(%)

平成27年度

市 税 合 計

平成28年度 決 算
対 比

(1)－(2)

軽 自 動 車 税

款 項 目

市 民 税

た ば こ 税

国 有 資 産 等 所 在

市 町 村 交 付 金

入 湯 税

都 市 計 画 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税
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固定資産税

軽自動車税

たばこ税

入湯税

都市計画税

市税全体
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５ 一般会計歳出決算の状況 

   
（１）目的別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

議 会 費 300,057 0.7 320,639 0.7 △ 20,582 △ 6.4

総 務 費 5,805,670 14.1 6,975,525 16.2 △ 1,169,855 △ 16.8

民 生 費 13,710,390 33.4 13,593,058 31.6 117,332 0.9

衛 生 費 5,219,264 12.7 5,562,202 13.0 △ 342,938 △ 6.2

労 働 費 21,178 0.1 48,207 0.1 △ 27,029 △ 56.1

農 林 業 費 1,799,629 4.4 2,261,453 5.3 △ 461,824 △ 20.4

商 工 費 323,610 0.8 425,055 1.0 △ 101,445 △ 23.9

土 木 費 2,868,459 7.0 2,310,395 5.4 558,064 24.2

消 防 費 1,534,871 3.7 1,407,259 3.3 127,612 9.1

教 育 費 3,630,726 8.8 3,044,696 7.1 586,030 19.2

災 害 復 旧 費 464,997 1.1 1,734,277 4.0 △ 1,269,280 △ 73.2

公 債 費 5,350,919 13.0 5,262,421 12.3 88,498 1.7

諸 支 出 金             59,339 0.2                     -              -           59,339  皆増

目的別合計 41,089,109 100.0 42,945,187 100.0 △1,856,078 △ 4.3

（２）性質別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

人 件 費 6,611,377 16.1 6,742,018 15.7 △ 130,641 △ 1.9

物 件 費 5,121,022 12.5 5,116,098 11.9 4,924 0.1

維 持 補 修 費 433,347 1.0 372,370 0.9 60,977 16.4

扶 助 費 8,579,504 20.9 8,306,758 19.3 272,746 3.3

公 債 費 5,350,919 13.0 5,262,421 12.3 88,498 1.7

補 助 費 等 4,438,255 10.8 4,102,784 9.6 335,471 8.2

積 立 金 768,905 1.9 1,219,915 2.8 △ 451,010 △ 37.0

貸 付 金 ・ 出 資 金 5,936 0.0 16,210 0.0 △ 10,274 △ 63.4

繰 出 金 4,680,491 11.4 4,366,831 10.2 313,660 7.2

投 資 的 経 費 5,099,353 12.4 7,439,782 17.3 △ 2,340,429 △ 31.5

性質別合計 41,089,109 100.0 42,945,187 100.0 △ 1,856,078 △ 4.3

目的別

平成２７年度 増減平成２８年度

性質別

平成２７年度 増減平成２８年度
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議会費 0.7%

総務費 14.1%
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労働費 0.1%
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災害復旧費 1.1%
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諸支出金 0.2%

歳出決算の構成比（目的別）
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６ 財政健全化判断比率算定シート 

 

 

  
（１）実質赤字比率 （単位：千円）

２８年度 ２７年度 増減

1,048,895 736,938 311,957

0 0 0

0 0 0

1,048,895 736,938 311,957

4.34% ⇒ － 3.07% ⇒ － -

（２）連結実質赤字比率

２８年度 ２７年度 増減

260,633 40,036 220,597

0 0 0

317,270 212,448 104,822

8,454 6,431 2,023

17,160 16,745 415

２８年度 ２７年度 増減

1,103,924 1,043,548 60,376

234,037 344,836 △ 110,799

4,898,683 4,251,240 647,443

0 0 0

68,315 14,170 54,145

76,790 79,053 △ 2,263

0 0 0

62,288 55,451 6,837

79,327 92,077 △ 12,750

0 71,168 △ 71,168

0 18,972 △ 18,972

7,126,881 6,246,175 880,706

8,175,776 6,983,113 1,192,663

24,158,866 23,991,425 167,441

33.84% ⇒ － 29.10% ⇒ － －　

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。

企
業
会
計

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計

病院事業会計

河守土地区画整理事業特別会計

公設地方卸売市場事業特別会計

水道事業会計

と畜場費特別会計

下水道事業会計

　③÷④
　　　正数は　”　-　”

①　＋　②　＝　③

実質収支額

資金不足・剰余額

一般会 計等 以外

の 特 別 会 計 の

う ち 公 営 企 業 に

係 る 特 別 会 計

以 外の特別 会計

国民健康保険診療所費特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

会　計　名

石原土地区画整理事業特別会計

簡易水道事業特別会計

法 適 用
企 業

法非適用
企 業

宅地造成事業特別会計

農業集落排水施設事業特別会計

実質収支額

一
般
会
計
等

実質赤字比率

会　計　名

会　計　名

　①÷④
　　　正数は　”　-　”

一般会計

地域情報通信ネットワーク事業特別会計

計　①

休日急患診療所費特別会計

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)　④

計　②

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

連結実質赤字比率
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（３）実質公債費比率 （単位：千円・％）

２８年度 ２７年度 増減

① 5,518,784 5,485,792 32,992

② 1,663,301 1,744,427 △ 81,126

1,648,900 1,730,539 △ 81,639

0 0 0

14,401 13,888 513

0 0 0

③ 229,205 259,656 △ 30,451

4,943,123 4,816,027 127,096

⑤ 24,158,866 23,991,425 167,441

10.45891 11.23594 △ 0.77703

10.5 10.3 0.2

（４）将来負担比率 （単位：千円・％）

２８年度 ２７年度 増減

52,720,355 53,899,447 △ 1,179,092

0 0 0

22,072,031 22,680,886 △ 608,855

26,473 38,201 △ 11,728

6,461,300 6,467,958 △ 6,658

0 -                0

① 81,280,159 83,086,492 △ 1,806,333

8,574,202 8,602,760 △ 28,558

3,243,916 3,217,278 26,638

2,768,927 2,725,308 43,619

52,669,138 53,371,726 △ 702,588

② 64,487,256 65,191,764 △ 704,508

③ 24,158,866 23,991,425 167,441

5,205,264 4,939,016 266,248

88.6 93.9 △ 5.3

※１ 　組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業組合に対しての見込額である。

※２　

（５）資金不足比率
該当会計なし

充当可能基金

特定財源見込額

　　うち都市計画税

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

準元利償還金

設立法人の負債額等負担見込額（地方独立行政法人等）

　　計

　　計

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

元利償還金 （繰上償還除く）

実
質
公
債
費
比
率

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

内
訳

特定財源

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

標準財政規模

一時借入金利子

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

（①-②）÷（③-④）

充
当
可
能
財
源

組合等負担等見込額

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将
来
負
担
額

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)

退職手当負担見込額

　開学初年度の「独立行政法人　公立大学法人福知山公立大学」は、貸借対照表上の繰越欠損金がなかったため、設立団体
　の負担見込額を構成せず、将来負担額はゼロと評価される。

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将来負担比率

２８年度 ２７年度 増減 ２６年度

① 5,899,946 5,518,784 381,162 5,485,792

② 1,714,658 1,762,354 △ 47,696 1,744,427

1,700,853 1,747,945 △ 47,092 1,730,539

0 0 0 0

13,745 14,401 △ 656 13,888

60 8 52 0

③ 249,687 229,205 20,482 259,656

5,205,264 4,939,016 266,248 4,931,009

⑤ 24,158,866 23,991,425 167,441 23,733,793

11.39442 11.09003 0.30439 10.84709

11.1 10.6 0.5 10.2実質公債費比率（３ヵ年平均）

実
質
公
債
費
比
率

元利償還金 （繰上償還除く）

準元利償還金

内
訳

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

一時借入金利子

特定財源

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額      ④

標準財政規模

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

※1

※２
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水道事業会計 

 

 

  

平成２８年度  福知山市水道事業決算概要

１ 　概　　況

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

　平成28年度の水道事業につきましては、市民生活や企業活動を支える最重要の

ライフラインとして、安全で良質な水道水の安定供給に努めてまいりました。

　当年度末の給水戸数は28,575戸で、前年度末と比べ222戸の増となりました。給

水量は、前年度に比べ家事用は0.03％増の5,707千㎥、業務用は3.4％減の2,339千

㎥となり、総給水量では前年度比1.0％減の8,046千㎥となりました。

　設備関係では、堀山送水管布設替工事に着手したほか、配水管等の布設替等を

行いました。

　収支の状況につきましては、収入では、給水収益が1.2％減の1,241,804千円と

なり、全体では0.4％の減少となりました。また、支出では、堀浄水場緩速ろ過池

更新に係る減価償却費の増加等により全体では2.2％の増加となり、当年度は

8,224千円の純損失を計上することとなりました。

　水道事業においては、水需要の大幅な増加が見込めない中で、老朽化した主要

設備や管路の本格的な更新時期を迎えており、財源の確保をはじめとして経営を

取り巻く環境は厳しさを増しています。

　今後とも、より災害に強く安心安全な水道水の安定供給が確保できるように、

効率的で計画的な事業運営を図り、経営の健全化に努めてまいります。

上 下 水 道 部
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  ２　前年度比較

（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 給 水 人 口 ( 人 ) 66,019 66,134 △ 115 99.8 ％

年 度 末 給 水 戸 数 ( 戸 ) 28,575 28,353 222 100.8

年 間 配 水 量 ( ㎥ ) 10,301,909 10,071,684 230,225 102.3

年 間 １か月 平 均配 水量 ( 〃 ) 858,492 839,307 19,185 102.3

年 間 給 水 量 ( 〃 ) 8,045,766 8,127,241 △ 81,475 99.0

年 間 １か月 平 均給 水量 ( 〃 ) 670,481 677,270 △ 6,789 99.0

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 78.1 80.7 △ 2.6

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,241,803,432 1,256,756,295 △ 14,952,863 98.8 ％

30,252,924 8,918,110 21,334,814 339.2

25,465,219 24,462,024 1,003,195 104.1

269,846,840 283,970,249 △ 14,123,409 95.0

515,908 0 515,908 皆増

1,567,884,323 1,574,106,678 △ 6,222,355 99.6

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

223,954,070 226,455,387 △ 2,501,317 98.9 ％

204,280,464 209,709,632 △ 5,429,168 97.4

33,213,663 7,479,048 25,734,615 444.1

191,873,659 164,753,112 27,120,547 116.5

733,372,282 679,329,568 54,042,714 108.0

5,394,910 63,186,255 △ 57,791,345 8.5

184,019,741 191,262,190 △ 7,242,449 96.2

1,576,108,789 1,542,175,192 33,933,597 102.2計

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

平成28年度 平成27年度
比          較

比    率

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

計

事          項

給 水 収 益

事          項 平成28年度 平成27年度
比          較

比    率

事          項 平成28年度 平成27年度
比          較

比    率
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下水道事業会計 

 

 

  

平成２８年度  福知山市下水道事業決算概要

１

　平成28年度の公共下水道事業につきましては、快適で安心な暮らしを支えるため、老朽化施設

の更新や浸水対策などの事業に取り組みました。

  当年度末の水洗化戸数は29,316戸で、前年度末と比べ238戸の増となりました。一方、有収水

量は、前年度に比べ、0.3％減の11,581千㎥となりました。

　施設整備関係については、浸水対策事業として、土師新町東地内の沢貯留施設築造工事及び

土師新町南地内の梅原貯留施設築造工事に取り組みました。また、北本町二区ほか地内の中部

幹線カルバート更生工事や、福知山終末処理場の水処理施設Ｂ系No.1初沈汚泥掻寄機更新工

事など、管渠、ポンプ場、処理場の老朽化した各施設の更新事業に取り組みました。

　収支の状況につきましては、収入では、下水道使用料が、0.6％減の1,444,670千円となり、全体

では前年度比2.6％減の3,303,412千円となりました。また、支出においては固定資産除却費の減

少等により前年度比5.9％減の3,257,451千円となり、当年度は45,961千円の純利益を計上するこ

ととなりました。

　下水道事業においては、従来より市街化区域の内水対策として浸水対策事業に取り組んできま

したが、平成26年8月豪雨災害を契機に、その取り組みを平成27年度より5ヵ年をかけて強化する

こととし、本年度は2ヵ年目の事業に取り組みました。

  また、整備区域内の管渠整備がほぼ完了していることから、今後、水洗化戸数の大幅な増加も

期待できない中で、耐用年数を経過し老朽化した主要設備や管渠の本格的な更新時期を迎えて

おり、財源の確保をはじめ経営を取り巻く環境は厳しい状況となっております。

　このような状況の中、今後とも、より災害に強い安定した下水の処理が確保できるように、施設の

改良、拡張整備を進めるとともに、経営の健全化に努めてまいります。

概　　　況

上 下 水 道 部

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３
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２  　前年度比較

（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 水 洗 化 人 口 ( 人 ) 64,613 64,646 △ 33 99.9 ％

年 度 末 水 洗 化 戸 数 ( 戸 ) 29,316 29,078 238 100.8

年 間 総 処 理 水 量 ( ㎥ ) 18,905,344 18,334,601 570,743 103.1

年間１か月平均総処理水量 ( 〃 ) 1,575,445 1,527,883 47,562 103.1

年 間 有 収 水 量 ( 〃 ) 11,580,988 11,611,864 △ 30,876 99.7

年間１か月平均有収水量 ( 〃 ) 965,082 967,655 △ 2,573 99.7

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 61.3 63.3 △ 2.0

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,444,669,892 1,453,023,611 △ 8,353,719 99.4 ％

270,754,891 264,284,209 6,470,682 102.4

1,958,860 2,458,800 △ 499,940 79.7

1,586,028,945 1,672,689,247 △ 86,660,302 94.8

3,303,412,588 3,392,455,867 △ 89,043,279 97.4

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

110,130,234 112,493,110 △ 2,362,876 97.9 ％

117,145,328 132,123,817 △ 14,978,489 88.7

537,766,168 536,315,759 1,450,409 100.3

85,503,681 85,821,781 △ 318,100 99.6

71,478,679 42,698,720 28,779,959 167.4

1,966,927,550 1,996,403,056 △ 29,475,506 98.5

4,630,979 180,395,544 △ 175,764,565 2.6

19,760 423,000 △ 403,240 4.7

348,657,331 373,501,072 △ 24,843,741 93.3

15,191,424 0 15,191,424 皆増

3,257,451,134 3,460,175,859 △ 202,724,725 94.1

営 業 外 費 用

特 別 損 失

計

処 理 場 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

平成28年度 平成27年度
比          較

比    率

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

下 水 道 使 用 料

負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

計

事          項

事          項 平成28年度 平成27年度
比          較

比    率

事          項 平成28年度 平成27年度
比          較

比    率
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病院事業会計 

市民病院事務部総務課 

 ℡ ２ ２ － ２ １ ０ １ 
 

平成２８年度 市立福知山市民病院事業決算概要 
               

１ 概 況         

近年、福知山市民をはじめ近隣市町住民の安心・安全で、より高度な医療を受けたい

というニーズは、ますます高まってきています。平成２８年度の病院事業の運営につき

ましては、そういった多様化する医療ニーズに応えるため、引き続き医療機器の整備や

医療スタッフの確保等、医療供給体制の充実を進めてまいりました。 

患者数につきましては、年間総入院患者数は市民病院（以下「本院」）118,464 人、大

江分院 24,387 人、あわせて 142,851 人となり、前年度に比し 4,206 人（3.0％）の増加

となりました。年間総外来患者数は大江分院が 18,032人で前年度に比し 1,449人の増加

となりましたが、本院は 240,191 人で 8,089 人の減少、合わせて 258,223 人で 6,640 人

の減少となりました。 

施設・設備につきましては、本院においてマルチスライスＣＴシステム、注射薬自動

払出システム、放射線治療用情報システム等の医療機器の整備・更新を図りました。大

江分院においても、訪問看護支援システム、解析機能付心電計等の医療機器を整備しま

した。 

収支につきましては、本院においては、給与費・材料費・減価償却費等、費用の増加

はありましたが、入院患者数の増加や診療単価の伸び等により、医業収益が前年度に比

べ 4.6％増加し、本年度は 77,904千円の純利益となりました。また大江分院においても 

23,548千円の純利益となり、病院事業全体では 101,452 千円の純利益を計上しました。 

（１）収支の状況 

病院事業全体で収益的収入 12,123,514,850円に対し、収益的支出 12,022,062,600

円 で収支差引 101,452,250円の当年度純利益となりました。 

（２）患者の状況 

本院の年度末の受診患者延数は入院 118,464人（１日平均 324.6人）、外来 240,191

人（１日平均 988.4 人）、大江分院の受診患者延数は入院 24,387 人（１日平均 66.8

人）、外来 18,032人（１日平均 74.2人） 

本院の病床利用率は 91.68 ％（一般病床 95.21％、結核病床 8.38％、感染症病床

0.00％ ）となり、前年度に比し、一般病床で 1.63ポイントの増、結核病床で 1.58ポ

イントの増、全体では 1.61ポイント増加しました。大江分院の病床利用率は 92.80 ％

でした。 
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  ２　業   務

＜市民病院＞

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 354 354 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 366 △ 1 99.7

延べ患者数　　　（人） 118,464 116,694 1,770 101.5

１日平均患者数 （人） 324.6 318.8 5.8 101.8

病床利用率　　　（％） 91.68 90.07 1.61 101.8

平均診療単価　 （円） 54,797 53,672 1,125 102.1

平均在院日数　 （日） 15.1 14.6 0.5 103.4

診療日数         （日） 243 243 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 240,191 248,280 △ 8,089 96.7

１日平均患者数 （人） 988.4 1,021.7 △ 33.3 96.7

平均診療単価　 （円） 14,782 13,466 1,316 109.8

（２） 事業収益に関する事項

10,647,850,603 10,179,921,336 467,929,267

584,341,030 613,501,244 △ 29,160,214

80,869,752 90,367,207 △ 9,497,455

11,313,061,385 10,883,789,787 429,271,598

（３） 事業費用に関する事項

10,516,969,028 10,134,307,710 382,661,318

うち減価償却費 874,516,331 846,510,343 28,005,988

613,301,233 610,159,371 3,141,862

83,645,817 93,563,939 △ 9,918,122

21,241,152 23,492,757 △ 2,251,605

11,235,157,230 10,861,523,777 373,633,453

（４）収支差引

77,904,155 22,266,010 55,638,145 349.9

90.4

年度純利益（△＝純損失）

（単位   円）

比                            較

増             減 比    率（％）

103.4

外来

事             項 平成  ２８  年度 平成  ２７  年度

計

事             項 平成  ２８  年度 平成  ２７  年度

（単位   円）

（単位   円）

103.9

103.3

増             減

89.4

比    率（％）

100.5

103.8

89.5

104.6

比                            較

95.2

比                            較

増             減 比    率（％）

事             項 平成  ２８  年度 平成  ２７  年度

入院

比    率（％）

医    業     外    収     益

看   護   学   校   収   益

比                            較

増             減

医       業       収       益

医    業     外    費     用

   特        別       損       失   

平成  ２７  年度事             項 平成  ２８  年度

医       業       費        用

計

看   護   学   校   費   用



46 

 

 

 

 

 

 

  

＜大江分院＞

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 72 72 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 366 △ 1 99.7

延べ患者数　　　（人） 24,387 21,951 2,436 111.1

１日平均患者数 （人） 66.8 60.0 6.8 111.3

病床利用率　　　（％） 92.80 83.30 9.50 111.4

平均診療単価　 （円） 19,463 18,573 890 104.8

平均在院日数　 （日） 63.5 50.8 12.7 125.0

診療日数         （日） 243 243 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 18,032 16,583 1,449 108.7

１日平均患者数 （人） 74.2 68.2 6.0 108.8

平均診療単価　 （円） 8,777 8,180 597 107.3

（２） 事業収益に関する事項

696,429,435 586,362,464 110,066,971

84,137,923 87,409,263 △ 3,271,340

29,886,107 28,103,115 1,782,992

0 68,845,336 △ 68,845,336

810,453,465 770,720,178 39,733,287

（３） 事業費用に関する事項

720,359,657 705,086,458 15,273,199

うち減価償却費 102,931,402 90,669,223 12,262,179

18,072,721 16,663,375 1,409,346

47,862,404 37,874,462 9,987,942

610,588 0 610,588

786,905,370 759,624,295 27,281,075

（４）収支差引

23,548,095 11,095,883 12,452,212 212.2

事             項 平成  ２８  年度 平成  ２７  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

入院

外来

（単位   円）

事             項 平成  ２８  年度 平成  ２７  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

医       業       収       益 118.8

医    業     外    収     益 96.3

特　 　　別　 　　利　　 　益 0.0

106.3

計 105.2

事             項 平成  ２８  年度 平成  ２７  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

113.5

（単位   円）

訪 　問 　看　 護   費   用 126.4

医       業       費        用 102.2

108.5

（単位   円）

事             項 平成  ２８  年度 平成  ２７  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

―

計

年度純利益（△＝純損失）

訪　 問　 看　 護   収   益

   特        別       損       失   

103.6

医    業     外    費     用


